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概 要
国内市場及び先進国市場は停滞し、将来の市場成長の中心は新興国が担っていくと予想されて久しい。
各企業は新興国戦略を重視しているが、日本企業は欧米企業と比べて新興国におけるプレゼンスの確立
に遅れている傾向にある。そのため、グローバルな組織体制の構築と人材の育成が喫緊の課題となって
いる。近年、イノベーションは新興国から先進国へ逆流するというコンセプトの「リバースイノベーシ
ョン」という新しい概念が提唱されている。新興国は、言語、文化、人種、所得水準などの背景が多種
多様であるため、新興国視点のマインドセットと組織が求められる。企業の新興国戦略にとって求めら
れる人材は、その企業のグローバル化の発展度によって異なるが、数多くの日本企業は現地化とグロー
バル統一基準化が遅れていることから、日本人が海外駐在員として現地経営をマネジメントするケース
が多い。しかしながら、日本人は他の国と比較して語学能力や海外経験の不足からマインドセットの構
築が不十分であり、更には中間管理職海外駐在員のコアスキルも現地の人から低く評価されている。
本稿では、日本企業が抱えるこれらの課題に対しての解決策の一つとして、実戦型研修の導入を提言
する。実戦型研修を、「第三機関に派遣し、自らのスキルで現地に貢献するという Output が重視され
るタイプの研修」と定義付ける。欧米企業では、ICV（International Corporate Volunteer）という実
戦型研修を導入する企業が急増している。日本にも留職プログラム、JICA ボランティアプログラム（現
職参加制度と民間連携制度）が存在する。
欧米での取り組みに対する効果検証の先行研究と、日本における数少ない事例に対してインタビュー
を行った調査の結論として、実戦型研修が現場で見て聞いて触れて、現地での社会的課題を解決すると
いう特性から、短期間で修羅場を経験することができるため、新興国視点のマインドセット構築やコア
スキルの強化、更には精神的・肉体的タフネスを成長させることが可能となるということがわかった。
効果的に活用するためには、コアスキルが高く、柔軟性のある 20 代後半～30 代前半の若い人材を選抜
し、研修実施後に高めたスキルとマインドセット、モチベーションを劣化させることなく発揮してもら
うため、実戦型研修と海外駐在を抱き合わせで活用し育成していくことを提言する。また、組織のグロ
ーバル化の発展度によって、実戦型研修を目的別に使い分けていくことが必要だが、いずれの発展度に
おいても日本人は圧倒的にグローバル化レベルが低いため、グローバル化が進んでいる企業においても、
日本人を底上げさせる必要があるので、積極的な実戦型研修導入を提言する。本研究が新興国戦略にお
ける新たな示唆をもたらし、新興国市場で GE 社のように成功する企業が続々と現れることを期待する。
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11. はじめに
1.1 研究の背景
外部環境のめまぐるしい変化により、新興国(BRICS、NEXT11、アフリカ等の最貧
国を含む)の重要性が著しく高まっているが、日本企業は経営課題としてグローバル人
材の不足と答える日本企業が最も多い。日本企業はよい技術を持ちながらも新興国に
おいて外資系企業に大きく引けをとっている。いわゆる Product out の「よい製品が
あれば売れる」という概念から離れられないでいる。新興国市場においては、リバー
スイノベーションでも提唱されているように、より一層の現地視点に立った理解と経
験が求められるため、現地の優秀な人材を確保し、強力な現地化の体制を整えること
が急務である。しかしながら、グローバル化に遅れをとっている日本企業は、本社人
材からの派遣による補強も必要となる。派遣にあたっては、コアスキルと新興国視点
のマインドセットを持った人材が求められるが、従来の海外派遣駐在員は、部下を持
つ上司として、現地の人材よりも多くの項目においてその能力が劣る傾向にあるとい
う調査報告が出ている。日本企業にはコアスキルとマインドセットを兼ね備えた人材
とそれを育成するプログラムが不足していると推測されることから、それらを育成す
るため実戦型研修の導入が効果的であると考える。
本稿では、実戦型研修を、「第三機関に派遣し、自らのスキルで現地に貢献すると
いう Output が重視されるタイプの研修」と定義付ける。欧米企業では、 ICV
（International Corporate Volunteer）という実戦型研修を導入する企業が急増して
いる。一方で、日本では、導入する企業は非常に限られているが、日本にも実戦型研
修として留職プログラム、JICA ボランティアプログラム（現職参加制度と民間連携
制度）が存在する。
1.2 研究の目的
実戦型研修は、日本においての導入実績は限定的であるが、欧米ではその効果を検
証した文献が存在する。それら先行文献に加え、数少ない日本での事例を取り上げて、
実戦型研修が新興国市場で必要とされるマインドセットの構築とコアスキルの補強を
行い、新興国市場やグローバルで活躍できる人材の輩出が可能となることを検証する。
また、実戦型研修の中でいくつかのプログラムが存在するが、導入の目的によって、
活用方法の幅が広がるので、それらの共通点、相違点を抽出しそれぞれの特徴を比較
する。一方で、実戦型研修を活用するにあたって最大限効果を発揮させるにはどうす
ればよいか、という観点から研修導入における組織の問題点を指摘し、効果的な実戦
型研修の導入方法を提言する。
21.3 研究の方法
文献のレビューから日本企業の新興国戦略における課題を明確化し、既存の研修制
度の分類化を行った上で、実戦型研修の事例研究を通して、その効果を定性的に検証
する。
1.4 研究の意義
企業戦略において研修制度というのは本質論ではないかもしれないが、複雑怪奇な
新興国市場を捉えた際には、実戦型研修は研修の枠にとどまらない可能性が高い。実
際に IBM では、研修プログラムを契機に実ビジネスに繋げている。日本において実戦
型研修導入事例は数少ないが、日本企業内での新興国戦略に向けたグローバル人材育
成の制度を抜本的に見直すための先駆的な示唆を提供する。
32. 日本企業の経営課題
2.1 新興国の市場成長とシェア
近年、国内市場と先進国市場は停滞し、将来の市場は新興国が担っていくといわれ
て久しい。日本企業は新興国を中心とした本格的な海外展開を余儀なくされている。
産学人材育成パートナーシップグローバル人材育成委員会報告書（2010） [1]では世界
市場の動向と世界市場における日本企業の状況を説明している。図表 1 に今後の世界
市場の地域別市場成長を示しているが、中国・ASEAN4・NIEs3 の東アジア地域の世
界市場におけるシェアは 1998 年の 22％から 2007 年には 35％に成長している。また、
市場成長の見通しとして図表 2 に世界市場成長規模を 2001 年から 2018 年までを 6 年
単位で示しているが、2006 年以降の成長牽引の主役は既に先進国から発展途上国・新
興国へとバトンタッチされており、2013 年以降も同じ傾向が続く見通しである。
その一方で、日本の製造業は、従来の Product out 的な「よい製品はどこででも売
れる」という考え方から脱することができず製品のガラパゴス化が問題視されている。
図表 3に携帯端末の中国とインドにおける各社の市場シェアを示しているが、欧米勢、
韓国勢に圧倒的に敗北しており、NEC は 2006 年 11 月時点で不調を理由に中国におけ
る携帯端末事業から撤退している。また、図表 4 には DVD プレイヤー、リチウムイオ
ン電池、カーナビ及び DRAM メモリーの世界市場の伸びと日本企業のマーケットシェ
アの推移を示している。日本企業は技術の先端を進んでいるためその製品の黎明期、
成長期にはシェアが高いが、本格的に市場が成熟するにつれてガラパゴス化の影響で
マーケットシェアを大きく落とす傾向にある。これらの問題は、技術重視で顧客を見
ていないことと、世界の規格ルールの戦いで日本だけ独自路線を進んでしまっている
ことが主要因として考えられる。今後、新興国を攻略していくためには、各国で文化・
民族・習慣が異なり、ニーズも様々であるのでより現地のニーズにかなえられるよう
なマーケット重視の姿勢が求められる。
図表 1 日本企業の海外売上高と東アジアマーケットシェアの推移
（出所）経済産業省「海外事業活動基本調査」
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4図表 2 世界の市場拡大規模
（出所）IMF World Economic Outlook Database
図表 3 新興国市場における携帯電話のメーカー別シェア
（出所）中国：CCIDCOM 社（2008 年）、インド：IDC India 社（2009 年）
図表 4 世界市場の伸びと日本の世界市場シェア
（出所）左 DVD:JEITA、DRAM:WSTS、リチウム電池 :IT 総研、カーナビ :JEITA
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52.2 新たな新興国戦略の概念
新興国は、言語、文化、人種、所得水準などの背景が多種多様であるため、従来の
欧米市場主流のグローバル戦略とは異なったアプローチが必要となる。
ビジャイ・ゴビンダラジャン氏は、リバースイノベーション（2012） [3]において、
先進国主体のイノベーションの発想からの転換を説いている。「新興国と先進国を市
場として捉えた場合に、最も顕著な違いは、顧客の数がはるかに多く、一人ひとりが
使える額がはるかに少ないという点であり、既存製品を取り出して少々カスタマイズ
する程度では勝てず、新興国市場の顧客を念頭に置きつつ、白紙の状態からイノベー
ションに取り込むことが大切である」と述べている。その中で「途上国で最初に生ま
れたイノベーションを先進国に逆流させる」というコンセプトを持つのが、リバース
イノベーションである。対比として、従来の「よい製品はどこでも売れる」という世
界統一基準的な Product out の概念はグローカリゼーションと定義づけている。両者
の比較を図表 5 に示す。前章の日本の世界市場におけるシェアが落ち込んだ根本原因
としてこのグローカリゼーションベースの戦略であったことが考えられる。例えば、
ソニーは、中国で型落ちの製品や技術を販売した結果、サムスンに追い抜かれた現状
がある。新興国の人々は決して質の劣るものを望んでいるのではなく、最新の技術を
利用したがっているのである。日本企業は、品質管理を追求しすぎた結果、新興国の
人々が真に求めるような製品を彼らが購買できるコストで作り出すことが困難となっ
ている。図表 6 に示す通り、氏は新興国市場への考え方を 5 段階に分けている。前述
のソニーのテレビの事例はまさしくレベル１であり、新興国では 2 級品でいいという
判断の下での失敗例である。
後述の GE 社（General Electronic 社）の事例の通り、GE ヘルスケアは、まさしく
レベル 5 の考え方をもって中国でイノベーションをもたらし、それを先進国に逆流さ
せた実績を持つ。新興国における社会課題を解決するような商品のイノベーションは、
新興国のみならず先進国における社会課題をも解決する可能性を秘め、グローバルで
収益がもたらされる。新興国で成功するためには、まずは企業全体として前述の 5 段
階評価の高いレベルのマインドセットを養っていくことが必要となる。氏は、「成長
している市場である途上国に人材、権限、資金を集中投下し、海外勤務、集中訓練の
経験、新興国市場で開催される企業のイベント、創造的な経営陣の登用、はっきりと
目に見える CEO の行動などを通して、新興国市場にスポットライトをあてる必要があ
る」と述べている。
6図表 5 リバースイノベーションとグローカリゼーション
図表 6 新興国市場の捉え方の 5 段階
レベル 1
重要なのは富裕国だけである。貧困国はあまりにも貧しくて気にかける価
値もない。
レベル 2
貧困国では、経済ピラミッドの最上位にわが社の製品やサービスを販売す
る機会がある。その市場は貧困国が豊かになっていくにつれて、ゆっくり
と拡大していく。
レベル 3
新興国市場の顧客は、富裕国の顧客とは異なるニーズを持っている。私た
ちは既存の製品やサービスをカスタマイズしなければならない。
レベル 4
新興国市場の顧客は富裕国の顧客とは全く異なるニーズを持っている。機
会を捉えるためには、新しい製品やサービスを一から設計しなければなら
ない。
レベル 5 問題はローカルよりもグローバルである。
（出所）共にリバースイノベーション [3]
（GE の事例）
2010 年に超音波技術を用いた携帯電話サイズの画像形成装置（ヴィースキャン）を
発売した。電池式で、手軽に扱うことができ持ち運び可能なこの装置は、世界中の何
百万人もの患者が劇的な低価格で、高度な画像形成装置の恩恵を受けられる。GE も当
初はグローバル製品を流通させる目的で、中国に営業拠点と集配センターおき、古典
的なグローカリゼーションの取り組みを行った。10 年間経っても売上は伸びなかった
が、2002 年に中国で最初の小型超音波診断装置を発売した。2008 年には従来の低価
格帯製品の 15％に相当する価格で販売されるようになり、品質の改良も加えた結果、
中国で大成功を収めた。GE は中国の 10 億人の人口のわずかな富裕層ではなく 90％以
上の地方の貧困層に焦点を定め、GE の製品を使ってもらうためには、超低価格、携帯
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7性、使いやすさが重要な課題と捉えた。まず、貧しく高価な診断費を支払う術がない
ため超低価格が求められた。次に、農村地帯の医療施設には高度な画像技術がなく、
また、都市部の病院まで通院するのは困難である。従い、装置を彼らの下に持ってい
けるようにする必要があった。また、地方の中国人医師は、富裕国に多いひとつの分
野に特化した専門医ではない。何でも屋であることを求められる彼らは、非常に使い
やすい超音波診断装置を必要としていた。この小型診断装置は、中国のみならず世界
での売上高が急成長し、2002 年から 2008 年の間に、400 万ドルから 2 億 7,800 万ド
ルへ成長した。この恩恵により、バスに揺られ 24-36 時間かけて病院に行っていた女
性が、自分の村で超音波検査を受けられるという社会的課題をも解決するに至った。
更には、先進国でも残された社会課題をも解決することが可能となった。GE において
このような成功の原動力となったのは、リバースイノベーションをもたらした組織と
して、世界の様々な国での勤務経験を持つ社員をリーダーに据えて、独自の損益責任
を持った開発チームを組成し自由に活動させ、社内のグローバル資源を自由に利用で
きるようにしたことであった。
2.3 新興国において求められるスキルとマインドセット
2.3.1 新興国での事業展開に向けた組織のグローバル化と求められる人材像
前述のリバースイノベーションを新興国で生み出すには、どのような役割を果たす
人材が必要なのか。これを考える上で考慮しなければならないのが、組織のグローバ
ル化の進展度合である。冒頭で、日本企業は現地化が遅れているという紹介をしたが、
企業によってグローバル化の経験や発展度が異なる。更にグローバル化発展度によっ
て、グローバルで求められる人材の要素や課題は異なる。ここで、図表 7 にクリストフ
ァー, A.バート スマトラ, ゴシャール[4]により提唱されているグローバリゼーションモ
デルを示す。欧米企業のいわゆるグローバル企業は、中央集権的か地域分権的かの違
いはあるものの、共通してグローバルシステム統一基準を求めることが多い（「Global
Company」「Transnational Company」と呼ばれる）。一方で、日本企業に多いのは、
①の輸出型「International Company」であった。Product out が中心の時代は日本の
考え方とシステムで現地を統治していればよかった。しかし、近年日本企業も評価シ
ステムの構築などよりグローバル統一の基準システムを導入し、「Global Company」
「Transnational Company」を目指す動きが目立っている。このような中で求められ
る人材像とは、現地での状況を理解した上でグローバル統一基準の考えを融合し、ビ
ジネスを進める人材である。経済同友会でも人材の多国籍化を提唱しているが、出身
場所に関わらず活躍できる人材を組織の中で多様化させることで、グローバルな事業
運営を追求しているのである。このような観点から、日本人に限らず多国籍の人材を
有効活用することが課題となり、もちろん日本人も現地でうまくマネジメントできる
ようになるための育成が必須である。では、このような人材が活躍するためにはどの
ような要素が必要か。次の節でグローバル人材に求められるマインドセットやコアス
キルについて考える。
8図表 7 グローバリゼーションモデル
（出所）地球市場時代の企業戦略－トランスナショナル・マネジメントの構築[4]
2.3.2 新興国において求められるスキルとマインドセットの定義
新興国戦略において求められる人材は、リバースイノベーションでも提起されてい
る通り、現地視点による新しい発想が求められ、現地の人たちの商習慣、文化の土俵
でビジネスを行うことが可能な人材であり、かつ発展途上の異国の地であるため、か
なり苛酷な環境下でミッションを達成することが可能な人材である。先行研究を参考
として、本稿におけるスキルとマインドセットの項目を定める。
先行研究としては、日本経済団体連合会報告書（2004） [5]によると、海外派遣者に
求められる能力は以下の 10 の能力に大別される。
 「業務知識・業務遂行能力」
 「管理能力」
 「本社との間の情報伝達と発信能力」
 「コミュニケーション能力」
 「異文化適応力・環境変化への順応性」
 「対人関係能力」
 「リスクマネジメント能力」
 「企業の社会的責任（CSR）等に対する意識」
 「身体・メンタルの健康」
 「家族の適応力」
ICV の効果検証調査を行った Volunteerism Measuring Value（2012） [6]では、以
下の項目を元に分析を行っている。
 「プロフェッショナル能力」（リーダーシップ、チームワーク、ネットワーキン
グ、プロフェッショナルスキル、回復力、キャリア開発、文化的能力、自己啓発、
新興国に対しての知識）
 「イノベーション」（新しい発想、新興国に対しての知識）
 「企業評判への理解」（企業の責任・義務、忠誠心）
②Global Company
・中央集権的、単一的文化
・現地会社経営は限られた独⽴性
・リージョナルヘッドクオーター制
・GEやCoca-Cola社など
④Transnational Company
・バランス化された権限、特徴的な文化
・グローバル戦略を持つ現地会社
・企業文化、グローバル化された幹部
・NestleやUnileverなど
①International Company
・輸出型モデル
・海外市場開拓の⼀段階⽬
・海外パートナーへの輸出
・数多くの企業
③Multinational Company
・分散化された権限、独⽴した⽂化
・現地会社が⾼い独⽴性を持って経営
・より現地化重視、ジョイントベンチャー
・数多くの企業
グ
ロ
ー
バ
ル
の
統
一
基
準
化
度
合
高い
低い
現地市場との親和性低い 高い
9また、白木氏（2012）[10]の調査報告によると海外派遣者のミッション達成度を被説
明変数として回帰分析を行った結果、62 項目の設問の因子分析から導出された以下の
説明変数が有意にプラスに影響したとの事である。
 マネジメント能力
 リーダーシップ能力
 行動の柔軟性
 異文化リテラシー
 （海外勤務経験年数）
 （職位）
以上の先行研究を元に、本稿では下記の 9 項目を新興国に求められるスキルとマイ
ンドセットと定める。本稿における定義は、基本的に先行研究で挙げられた項目を網
羅的に採用している。本稿における定義と先行研究との比較を図表 8 に記載する
 コアスキル（「リーダーシップ」、「コミュニケーション」、「課題発見・解決
能力」、「本業の知識と経験」）
 マインドセット（「多様性に対しての受容性・適応力」、「新興国に対しての理
解・知識・人脈（現地言語を含む）」、「新しい発想」、「企業責任への理解」）
 タフネス（「強靭性・回復力」）
図表 8 本稿における新興国で求められるスキルの定義
（出所）筆者作成
日本経済団体連合会
「日本人社員の海外派遣
をめぐる戦略的アプロー
チ」(2004)
George Washington
University
「Volunteerism
Measuring Value 」
（2012）
白木三秀
「日本企業のグローバリ
ゼーションと海外派遣
者」(2012)
備考
リーダーシップ、責任感
（育成力含む）
管理能力 リーダーシップ リーダーシップ
後輩、部下育成力を含む
リーダーシップ
コミュニケーション
コミュニケーション
スキル
チームワーク
異文化に関係ないコミュ
ニケーションの能力
課題発見、解決能力
リスクマネジメント
能力
プロフェッショナル
スキル
行動の柔軟性
期限内に決められたタス
クを遂行する能力。困難
を伴う場合にはその困難
を解消する
本業の知識と経験
本社との間の情報伝
達と発信能力
プロフェッショナル
スキル
マネジメント能力 本業で培われた能力
多様性に対しての受容性、適応
力
異文化適応力・環境
変化への順応性
文化的能力 異文化リテラシー 多文化に対しての寛容性
新興国に対しての理解、知識、
人脈
（現地言語を含む）
異文化適応力・環境
変化への順応性
新興国に対しての知
識
ネットワーキング
異文化リテラシー
商習慣、文化の違いを理
解することで、現地環境
に即した行動が可能とな
る。
新しい発想
異文化適応力・環境
変化への順応性
新しい発想
特に技術者において新興
国視点での新しい発想が
求められる。（リバース
イノベーション）
企業責任への理解
企業の社会的責任等
に対する意識
企業の責任・義務
忠誠心
自分たちが何に貢献して
いるのか存在意義を再確
認する。
タフネス 強靭性、回復力
身体・メンタルの健
康
回復力
苛酷な環境下での精神的
肉体的な強さと立ち直る
力が求められる。
コアスキル
本稿定義
マインドセット
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2.4 日本企業の新興国戦略における人材不足の課題
経済産業省「国際化指標」検討委員会報告書 [7]では、多くの日本企業が苦労してい
る点として、海外拠点の円滑な設置・運営の観点から人材不足を指摘している。図表 9
に示す通りグローバル化における障害はグローバル人材不足をあげる企業が約 7 割と
最も多い。また、図表 10 には人材の国際化に向けて重要な分野と課題だと考える分野
をテーマ毎にプロットしている。右に行くほど重要であり、上に行くほど課題だと捉
えているという項目である。グローバルで事業を推進していく上では、計 12 ある項目
の中で、「日本で採用した人材の国際化」と「グローバルに活躍できる幹部人材の育
成」が特に重要でかつ課題も多いという回答であった。その要因として前節で定めた
コアスキル、マインドセット、タフネスのいずれか、もしくはいずれもが不足してい
ると考えられるが、次項からは特に日本人のコアスキル、マインドセットの観点から
の日本の現状を検討する。
図表 9 海外拠点の運営・設置にあたっての課題
図表 10 人材の国際化に向けて特に重要な分野、課題だと考える分野
(出所)共に経済産業省「国際化指標」検討委員会報告書 [7]
2.3
5.7
42.2
40.7
26.6
15.6
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
グローバル化を推進する国内人材の確保・育成
特に課題はない
進出先国の法制度、マーケット等についての情報
グローバルでの経営理念・ビジョンの徹底
その他
無回答
9.9
グローバル化に通用する製品・サービスの開発
グローバルでの制度や仕組みの共通化
74.1
グローバル化に必要な資⾦の確保
27.0
%
海外拠点の設置・運営に際して、貴社が直面されている課題や問題はありますか。また、それはどのようなものでしょうか。
（N:263）
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課
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が
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し
た
企
業
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%)
特に重要な分野と回答した企業割合(%)
人材の国際化に向けて特に重要な分野・課題を抱えている分野（最大4分野まで選択可能）
N=280（海外拠点を設置している企業）
海外拠点における自社の知名度・イメージの向上
日本国内で採用した人材（日本人、外国人）の国際化
海外で採用した人材に対する充実した研修制度の導入
グローバルに活躍できる幹部人材の育成
海外拠点への技術やノウハウの移転
グローバルな人材の選抜･配置･異動による最適配置
平等かつ公平な人事評価、昇格･昇進の機会平等の実現
優秀な外国人人材獲得に向けた報酬体系・評価制度の導入
海外拠点を含めた企業内コミュニケーションの円滑化
ダイバーシティマネジメント（外国人に関する）に関する取組
企業理念・コアバリューに対する理解・浸透
適性かつ柔軟なワークスタイルや充実した福利厚生制度の提供
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2.4.1 外部環境によるグローバル人材不足の要因
日本人のグローバル人材育成が遅れている要因として、低水準な語学力と国際経験
の不足が挙げられる。図表 11 に語学力と留学経験、更にマネジメント層の国際経験の
世界順位を示している。いずれも世界全体の中で 55 位付近に位置づけられており、先
進国中比較では圧倒的に下位層である。
図表 11 日本人の語学力・国際経験の比較
（出所）IMD World Competitiveness Yearbook 2013[8]
語学力と海外経験は、先に定義付けたマインドセット要因を構成する４つのうちの
２つにあてはまり、これらの 2 点が他国に比べて圧倒的に低いことが読み取れる。つ
まり、グローバル人材として求められるべきマインドセットが不足しているといえる。
このような状況をもたらしている背景として 2 点が考えられる。一つ目に、日本では
若者の海外離れが加速している点である。図表 12 は学校法人産業能率大学による調査
結果であるが、新入社員を対象として 2004 年から 3 年ごとに 2013 年までの期間で、
海外勤務に対するアンケートをとったところ、「どんなところでも働きたい」と「国、
地域によっては働きたい」の合計と「海外で働きたくない」の割合を比較すると 2013
年では 58％が「海外で働きたくない」と回答しており、2004 年と比較しても大幅に
増加している。
図表 12 新入社員のグローバル意識（海外勤務について）
（出所）学校法人産業能率大学「第 5 回 新入社員のグローバル意識調査」 [9]
10.08.06.04.02.00.0
8.55
1位：デンマーク 8.73
5.55
28位：韓国 5.88
26位：香港 6.60
5位：シンガポール 8.24
4位：スウェーデン 8.52
3位：スイス 8.53
2位：ルクセンブルグ
58位：日本 2.83
33位：台湾
0=企業のニーズに合致していない
10=企業のニーズに合致している
語学⼒(2013)
14.08.06.04.02.00.0
3位：スロバキア 5.67
2位：アイスランド
6位：シンガポール 3.95
5位：アイルランド 4.39
4位：香港 4.68
52位：日本 0.32
22位：台湾 1.46
11位：韓国 2.56
8.29
1位：ルクセンブルグ 13.94
人口1,000人に占める、高等教育レベルで
の海外留学学生数
学生の海外留学(2010)
8.06.0 10.04.02.00.0
7.92
58位：日本 3.21
41位：韓国 4.93
17位：台湾 6.04
6位：ポーランド 7.20
5位：ルククセンブルグ 7.31
4位：スウェーデン 7.41
3位：香港 7.79
2位：UAE 7.81
1位：スイス
0=経験が浅い、10=経験が深い
マネジメント層の国際経験(2013)
貴方は、海外で働きたいと思いますか？
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24.0% 46.0% 30.0%
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二つ目に、企業の方針と若手の意識のギャップが生じており、新興国に対しての心
理的ハードルが高くなっている。図表 13 は野村総合研究所によるアンケート結果を示
しているが、海外勤務の受容性について、企業は新興国を重視しているにもかかわら
ず特に新興国や発展途上国に出向命令が出た際に受容するかどうかでは、サンプル数
1,000 の中でそれぞれ回答者のうちの 5%、6％しか「受容したい」と回答しなかった。
図表 13 20-30 代の海外勤務に対する受容性
（出所）野村総合研究所「若者の生活意識に関するアンケート調査」
このように、日本企業においては、外部環境的な要素が大きく影響し、グローバル
人材の素養を持つ語学の堪能な人材や海外・新興国ビジネスに興味や経験を持つ人材
が他国と比べて圧倒的に低水準となっているという問題がある。日本企業には国際競
争に臨む上で、この不利な環境を克服しなければならない。語学力や留学経験に関し
ては、企業としての問題だけではなく国家としての教育問題ともいえるが、企業とし
てはより若いうちにより多くの国際経験をつませるという対応は可能である。
2.4.2 日本企業の新興国人材育成の現状と課題
次に、コアスキルに関しての検討を行う。新興国は独特な法律、商習慣の違いがあ
り、外国人が理解するには複雑な問題であるため、人材の現地化が望ましいが、白木
三秀氏（2009）[11]によると、全 104 社のアンケートでグローバル化に伴う経営諸課題
として、製造業・非製造業共に「現地人社員の育成」が大きく他を離して 1 位を占め
ており、現地人材の確保・育成に遅れている。また、同調査報告で日本企業が現地の
外国人社長の起用に対して難しい点として、「本社とのコミュニケーション」、「社
内に優秀な外国人人材が育成されていない」、「本社主導の経営がやりにくい」、「自
社の経営理念の共有が難しい」という理由が上位 4 位を占めている。理由として、ブ
ランド力、給与水準、キャリアビジョンの不透明さなどが欧米企業と比べて劣ってい
ると考えられる。
49.5
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4.1
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11.5
29.9
33.1
10.6
605550454035302520151050
5.0
欧米先進国での就労 10.8 ％
8.0
日本国内での欧米先進国の外資系企業への就職
発展途上国での就労 6.0
新興国での就労
あてはまるものがない
海外でのボランティア
発展途上国での定住
新興国での定住
欧米先進国での定住 8.9
近隣への外国⼈の居住
介護など特定の職場への外国人労働者の受け入れ 9.0
外国語で外国人とコミュニケーションをとること
外国人の友人を持つこと
日本国内での新興国の外資系企業への就職
あなたは以下のようなことについて取組みたい（前向きに受け止めたい）気持ちはありますか？
次の中からあてはまるものをすべてお知らせください。
対象：20代～30代の男女、実施機関：2008年、回収数：1,000
新興国：BRICｓとVISTA（ベトナム、インドネシア、南アフリカ、トルコ、アルゼンチン）等の経済発展している国々
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J.S.ブラック他(2001)[12]によると、「現地国のマネジャーは、時として本社や本社
が展開するグローバル戦略、他国の子会社間の関係について理解していない場合、人
的資産ではなく、むしろお荷物になる。したがって、コストを抑え、現地化への圧力
に対応するためだけに現地のマネジャーを海外派遣社の地位へ動かすことは得策であ
るといいがたい。こうした理由から、企業は世界中のオペレーションを通して、グロ
ーバル人材を育成するために海外勤務をとらえ、また活用し始めた。フォード・モー
ターズ社は現地国の人を本社のみならず第 3 国へ異動させる機会を増やしている。」
と述べている。この見識より、現地化がきっちりと進められていないような企業にお
いては、日本人社員はその不足部分を補い、現地人材を育成することが求められる。
日本人現地出向者は現地販社において現地社員の育成、会社理念の浸透、ガバナン
スの統制に役立つが、一方でスキルとマインドセット不足による問題も浮き彫りにな
っている。白木三秀氏の調査(2012)[10]では、中国、ASEAN 各国、インドにおいてそ
れぞれ現地社員を対象とし、上司としての日本人上司と現地人上司をアンケート調査
で比較している。結果は、図表 14 に記載の通りだが、国ごと、職位ごとで結果が異な
っている。中国では、トップマネジメントは日本人の方が大方優れているという結果
であるが、ミドルマネジメントにおいては日本人が有意差をもって優れた項目は、「数
字分析」、「専門知識」、「規則の尊重」の３点にとどまり、他の多くの項目で中国
人の方が優れているという結果であった。つまり、この結果から、一部の要素におい
ては日本人が優れることがあっても、マネジメント全体としては強いとは言い切れな
い、むしろミドルマネジメントにおいては深刻な状況である。つまり、グローバル人
材として必須であるリーダーシップや問題解決といったコアスキルも弱いということ
が言える。このような状況を引き起こす背景として、白木氏は「中間管理層の場合、
赴任先での職位も仕事の幅も本国にいるときより拡大するケースが多く、経験面・能
力面においても不足している点や、日本人派遣者には一般的に 3～5 年間という赴任期
間の制限があり、限られた時間の中、本社から与えられた短期的なミッションの達成
を最優先してしまうため、現地管理職層の育成という中長期的なミッションを後回し
にしている可能性があることが考えられる。」と述べている。その他 ASEAN では、
イスラム教の影響などもあり日本人にはトップ、ミドルマネジメント共に非常に厳し
い結果となっていることから、宗教など現地の文化・風習への理解不足という観点か
らマインドセットが不足していることが起因であることも考えられる。
新興国戦略を中期戦略の重要部分と掲げる企業は多いが、実態は数多くの企業で具
体的戦略も描けておらず戦略の礎となる人材についても人材不足であり、さらに人材
をどう育成していけばいいのか戸惑っているという状況と推察される。人材が育成さ
れていないことは国家教育環境としての外部要因もあるが、組織としての問題もある
ことがわかった。数多くの企業が中期経営戦略で新興国重視を打ち出している中、企
業が新興国で勝ち残るためには、企業戦略と人材の質とベクトルに一貫性を持たせる
必要がある。
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図表 14 海外の部下から見た直属上司の国籍別評価
 Top マネジメント＝役員クラス、Middle マネジメント＝中間管理職クラス
 (+)は日本人が有意に優れており、(-)は現地人の方が有意に優れている
（出所）日本企業のグローバリゼーションと海外派遣者 白木三秀 [10]
中国 ASEAN インド 中国 ASEAN インド
176 317 79 902 593 76
部下に公平に接している
部下を信頼している
部下のアイディアや提案をよく聞いている （＋）
部下に対する気配りや関心を示している （－） （－）
部下の成果を客観的に評価している （－）
部下の経験や能力を考察し、権限を委譲している （－）
意思決定に当たり、周囲の意見を取り入れている （＋）
部下を効果的に褒めている
部下が問題に遭遇した際に、適切な手助けをする （－）
部下に対する評価を具体的にフィードバックしている （－）
部下に自立的に学べる環境・時間を与えている （－） （－） （－）
叱るべき時は部下を適切に叱っている （＋） （－）
部下育成のためのチャンスを与えている （－） （－）
部下の間違いを的確に指摘している （－）
部下に仕事に対する取り組み方を教えている （－） （－）
自分がミスをしたときは素直に認める （－）
目標実現のための各人の役割を部下に自覚させている （－）
言葉で明確な業務目標を示している （－）
あらゆる状況において、冷静に対応できる （－） （＋）
曖昧な状況や誤解を解消しようとする （－） （－） （－）
他部門からの支援を求められる時、支援する （－）
業務を迅速に遂行できる （－） （－）
業務上の時間管理が効果的である （－）
意思決定が速い （－） （－） （－）
目標達成志向が強い （－）
仕事の優先順位が明確である （－） （－）
戦略立案ができる （＋） （－）
数字分析に強い （＋） （－）
問題が発生した時にすばやく対応できる （－） （－）
専門知識が豊富である （＋） （－）
問題点を素早く発見できる （－） （－）
指示や説明が分かりやすい （－）
対外交渉力が強い （－） （－） （－） （－）
常に改善に取り組む （＋） （－）
仕事上の方針がぶれない （＋）
問題の因果関係を突き止め、対策を立てることができる （－）
将来のニーズやチャンスを先取りする （－） （－）
業務上の新たな知識やスキルを積極的に習得する （－） （－）
責任感が強い
既存のやり方にとらわれず、臨機応変に対応する （－） （－） （－）
上から高く評価されている （－） （－）
顧客から高く評価されている （－） （－）
目標実現に向けて、リスクをとることができる （－）
関連部署から支援や理解を得ている （－） （－）
会社の進むべき方向を明確に部下に伝える （－）
ビジョンの実現進捗状況を部下と共有する （－）
会社または親会社に関する情報を部下に伝える （－）
将来部門の進むべき方向をはっきり示す （－）
現場の状況を客観的に会社または親会社に伝える （－）
規則を尊重し、適切に行動する （＋） （－） （＋）
顧客を大事にしている （－） （＋）
他部門の悪口を言わない （＋）
自分の信念に忠実である （＋） （－） （－）
人脈（社内・社外）が広い （－） （－） （－）
視野・見識が広い （－） （－） （－）
幅広い好奇心を持ち、親しい仕事・挑戦に意欲的である （＋） （－）
上の人が間違っていたら、はっきり指摘する （－） （－）
現地社会に関心をもつ
現地の文化や風俗習慣を理解している
現地の商慣行をよく理解している
開放性
異文化理
解
質問項目
Topマネジメント Middleマネジメント
対人能力
業務遂行
能力
情報発信
組織責任
感
アンケート実施例数
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2.5 グローバル人材育成の手段
先進的な欧米企業は、GE の事例のように新興国へ数多くの人を送り込みリバースイ
ノベーションに則った取組みでブランド認知度を高めてきている。
企業間競争に勝ち抜くためには、日本企業に残された時間は多くないため一刻も早
い組織・人材のグローバル化が求められる。J.S.ブラック他(2001)[12]によると、GE の
ジャック・ウェルチ元 CEO は、「次期のトップはボンベイ、香港、ブエノスアイレス
などで仕事をした経験のある人になるだろう。われわれは最も優れた人材を海外に送
り、将来の GE 社の繁栄を担うグローバルリーダーを育成するトレーニングの機会を
与えなければならない」と述べている。海外勤務は、将来のリーダーに必要なスキル
や知識を身につけるための最も効果的な手段と表現していることから、海外勤務を人
材育成プログラムの一環として捉える視点が求められる。海外勤務に当たっては、「適
切な選抜」、「効果的な研修」、「適応の支援」、「帰任の成功」、「グローバルリ
ーダーの育成」というプロセスで長期的に人材を育成するというスタンスが求められ
る。日本企業で際立って海外勤務の多い総合商社は、数多くの若手社員を新興国含む
海外へ派遣し、最初は語学を学ばせ、後に駐在というスタイルでグローバル人材及び
その地域に対しての専門家を育成してきた。しかし、商社は特殊な業態ということも
あり、多くの製造業やサービス業は、商社のように若いうちから人材を海外派遣して
長期駐在させるといった方針をほとんど採ってこなかった。多くは国内で実績を残し
た中堅人材に海外派遣を命じるもので、日本の習慣や常識で凝り固まった状態では、
いきなり新興国への駐在に臨んでも現地になじむにはかなりの苦労を要する。
J.S.ブラック他(2001)[12]によると、米国企業においても派遣者のフィードバックと
して 70％以上の派遣者が赴任前研修不十分であったと報告している。よく日本で実施
されているプログラムは、「スキル研修」、「語学研修」、「MBA 留学」、「現地
OJT 派遣」などが中心であったが、いずれも Input 型による表面上のスキルを磨くこ
とが中心である。個別に見た場合、「スキル研修」は、現地の状況の説明、コミュニ
ケーションなどの講習がメインとなるが、頭でわかっても現地に行くと改めて壁にぶ
つかる。「語学研修」は現地に長期に滞在する場合には現地の文化･風俗などの背景は
理解するのには適しているが、クラスでは外国人同士の集まりのため、授業後の時間
を同有効活用し、現地に入り込んでいくかが鍵となるため個人差は大きい。ただし、
コアスキルの補強とは距離がある。「MBA 留学」は主に米国・欧州を中心とした先進
国への派遣となるが、知識の習得と共に様々な国籍の人種がいることから多様性への
受容性や適応力は高まる。学期間中の長期休暇を利用し、ボランティアやインターン
で新興国を知りに行くという選択肢はあるが、こちらも新興国を知るというまでこと
には MBA 本来の目的というよりも個人の余暇の時間に左右される。「現地 OJT 派遣」
は重要な職務を任される機会は非常に少なく、現地人の上司であればよいが、日本人
上司であるケースも多いため如何に日本人から離れて生活をするかが鍵となり、こち
らも個人次第となる。
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日本企業の多くが「International Company」「Multinational Company」である
ことからこのステージのグローバル化の企業にとって、人材育成の取組みの選択肢と
しては、
① 外国人（特に新興国出身）を日本人正社員と同様に本社採用し、本社業務・サー
ビス・技術・ネットワークを数多く学ばせたあとで母国に帰国し、現地ビジネス
に貢献してもらう。
② 現地で優秀な外国人に本社で本社業務・サービス・技術・ネットワークを学ばせ
る機会を与え、再度母国でのビジネス展開に貢献してもらう。
③ 日本人駐在候補者を若いうちに新興国に派遣し、現地のビジネスに携わらせる。
（若い方が現地社員との壁を作りにくい。）
④ 従来の日本人駐在員派遣プロセスにおいて、実戦型研修で不足部分を補う。
上記の①、②は人材の現地化、③、④は日本人駐在員の強化のための対策である。
いずれも重要な取組であるが、①、②は時間がかかるためそれと同時に③、④の手を
打つことが望ましい。④は③と抱き合わせでもよいし、現在の駐在員候補への実施で
も望ましい。
一方で、組織的に海外駐在員が長期にわたって日本を不在にしていると日本でのポ
ジションが失われるということがよくあるが、新興国駐在者が習得した経験や知識を
組織全体で活用するという風土を定着させ、新興国の重要性を組織一丸となって認識
することが求められる。欧米企業もその点は悩みの種となっているようで、J.B.ブラ
ック他(2001)[12]によると、「海外勤務者の赴任後の計画を立てる前に海外勤務を命じ
ている。その結果、帰任後、その経験を活かすポジションがないどころかそもそも社
内でその人材を受け入れるポジションがなくなっていることで米国人の派遣者の 10
人に 1 人～5 人が海外勤務に失敗している。20％の海外赴任経験マネジャーは赴任後 1
年以内に退職している」と述べている。いずれにしても、海外赴任においての帰任後
のキャリアは組織としてきっちりと固めるべきであるが、本稿では特に「効果的な研
修」について焦点をあてる。産学人材育成パートナーシップグローバル人材育成委員
会の 2010 年報告書 [1]では、グローバル人材育成の方法として、産学官連携による大学
での「グローバル人材」の育成、産学官で日本人の送り出し支援、大学の人材グロー
バル化、企業・日本社会の人材グローバル化が挙げられている。企業戦略の観点から
企業・日本社会の人材グローバル化を参考にしたいが、その中で「途上国での NPO と
協働した実践型研修によるグローバルリーダーの育成」「長期滞在型研修による理解
深化型・密着型グローバル人材の育成」が例として提示されている。本稿では、次章
よりこの点に焦点を充て実戦的研修の効果を、事例研究を通して考察する。
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図表 15 企業・日本社会の人材グローバル化
４．企業・日本社会の人材グローバル化
 これからの企業は、社員のグローバル人材化を促すために、例えば、以下の取組を
行うことが期待される。また、政府には企業に対する率先垂範となる取組が期待さ
れる。
① 企業の採用のグローバル化
 海外留学経験者の採用枠の設定。採用スケジュールの複線化、通常の新卒採用
も含めた採用スケジュール全体の後ろ倒し。
 日本の大学で学んだ外国人等の高度外国人材の積極採用。
 採用基準に TOEIC、TOEFL 等のスコアを組み入れ。
② 企業内の「グローバル人材」の育成
 途上国の NPO と協働した実践型研修による「グローバルリーダー」の育成
 長期滞在型研修による理解深化型・密着型グローバル人材の育成
 「アジアのビジネスケース」を世界に類のないレベルに蓄積したグローバル経
営戦略の研究拠点を構築。海外の有名研究者や企業実務者等を招聘し、経営層
向けの高品質な情報提供・研修も行う。
③ 企業のキャリアパスのグローバル化
 昇進・昇格の基準に TOEIC、TOEFL 等のスコアを組み入れ
 経営層のグローバル経験の必須化（「国内組 vs 海外組」からの脱却）
④ 政府による率先垂範
 対外関係を有する官庁においては、一定基準点以上の TOEIC、TOEFL 等の取
得を採用・昇格の条件に。
（出所）産学人材育成パートナーシップグローバル人材育成委員会
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3. 新興国戦略における実戦型研修の有効性
3.1 実戦型研修の定義
日本企業においては、まだ実戦型研修の導入は限定的である。グローバル人材育成
の研修といえば、語学研修、学校派遣等の Input 型研修が主流である。図表 16 に現時
点で多数の会社が取り入れているグローバル人材育成プログラムの研修を分類した。
横軸には、Output を求める研修か、Input を求める研修かの二つに区分した。理由
は、両者で培われる能力の質が異なるためである。Input 型研修は語学、知識や表向
きのスキルを習得することに向いているが、リーダーシップ、課題解決など本稿で定
義したコアスキルやタフネス、マインドセットなどは Input で頭では理解できたつも
りであっても実際に行動に移して成功体験を積んでこそ身になる類のスキルである。
縦軸には、派遣先の分類で分けている。海外子会社を含めた社内への派遣か、もし
くはそれ以外の学校機関を含む第三機関への派遣かに区分。理由は、第三機関へ派遣
されることで外部の新しい知見や人脈を得るのか、社内での業務への知見、人脈の拡
大を図るのかという研修アウトカム習得上の質の違いがある。現業から離れることで
新しい発見を得ることが期待される。
実戦型研修とは、サバイバル的な要素を持ち、会社の看板を外して何かを達成させ
ることを目標としているため、右上のボックスの特徴を持つと定義付ける。ICV はこ
れに当てはまるといえる。日本においては、外資系日本法人は欧米で実施しているプ
ログラムを日本法人でも取り入れている。それ以外には、2011 年より NPO 法人クロ
スフィールズが留職という言葉で日本での本格普及を目指している。また、JICA では
従来 JICA 現職参加制度というプログラムがあるのと、最近 JICA 民間連携ボランティ
アというプログラムが存在する。現在認識する限りにおいては、上記 4 つが実戦的研
修のコンセプトに近い。次項より各プログラムの詳細について紹介する。
図表 16 グローバル化研修の分類
（出所）筆者作成
スキルトレーニング
語学研修
海外MBA留学
（サムスン流放浪研修）
ICV
留職
JICAボランティア制度
トレイニー海外派遣 若年海外駐在
会社内
Output型Input型
第三者機関
（教育機関含む）
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図表 17 実戦型研修の比較
（出所）筆者作成
3.2 ICV（International Corporate Volunteer）
3.2.1 ICV のプログラム概要
欧米企業においても新興国は、重点地域として捉えている。海外では、新興国戦略
にマッチする人材養成のため ICV という概念での実戦型研修プログラム導入件数が急
増している。ICV とは、「企業で勤務する従業員が日々の業務で培われたスキルを活
用し、国境を越えて現地での顧客にサービスを提供するというプログラムで、その活
動は直接的に企業の収益増加のためというわけではなく派遣先の団体やコミュニティ
で経済的に社会的に貢献することである」と定義付けられている。社会貢献と同時に
人材育成、事業創出の可能性があるという点が特徴的である。具体的なモデルについ
ては図表 18 記載の通り、企業から現地 NGO/NPO に派遣され、その団体が現地コミ
ュニティ（病院、地域住民など）に対して課題解決のサービス提供を行う。企業から
の派遣に際しては、企業側にはそのようなノウハウもネットワークもないため、
NGO/NPO であるコーディネーターが仲介するケースが多い。コーディネーターは、
派遣先 NGO/NPO から具体的な必要人材案件を募集し、各企業に派遣先を紹介し、両
者間のマッチングを行う。更に派遣に際しての現地 NGO/NPO との折衝、派遣におけ
る事前研修などのサポートを行い ICV 派遣における円滑化と関係者全員にとっての効
果の最大化を付加価値としている。CDS、Cross Fields、JICA などがそのコーディネ
ーターに属する。ICV の具体的な取り組みとして、IBM の Corporate Service corps
（CSC）や Pfizer の Global Health Fellows など挙げられる。特に IBM では、2008
年に派遣を開始したが、2012 年時点での実績では、2008 年以来 53 カ国 1,700 名が派
遣されており、派遣実績では No.1 である。コストの懸念があるが、IBM 財団が出資
者となっているため企業自身にとっての費用負担は少なく済んでいる。申請者は全社
員の 1-2％程度であるが、合格者は更にその中で 5％程度と狭き門となっている。社会
貢献、人材育成が主目的ではあるが、実際にナイジェリアにおいては、ICV による医
療システム構築のプロジェクトが国家プロジェクトとなり IBM にとっての実ビジネス
につながったという事例も報告されている。ハーバードビジネススクールのロザベ
ス・モス・カンター教授は IBM の CSC について「かつては多くのことが語られるに
過ぎなかった『グローバルとは何か』ということについて、IBM は現実的で新しいア
イデアを生み出している」と評している。（図表 19、図表 20）
ICV 留職 JICA現職派遣 JICA民間連携
コーディネーター CDS(現PYXERA Global) Cross Fields JICA JICA
サービス開始時期 2006年頃 2011年 2002年以前 2012年
期間 1-12ヶ月 1-12ヶ月 24ヶ月 3-24ヶ月
派遣者 企業 企業 個人（休職） 企業
派遣地域 世界50カ国以上 アジア地域（2013年時点） 世界50カ国以上 世界50カ国以上
主な派遣方法
多国籍チームもしくは単
数名によるNGOへの派遣
単数名NGOへの派遣
複数名現地へ派遣
（NGOに限らない）
単数名現地へ派遣
（NGOに限らない）
対象企業 外資系企業中心 日系企業中心
日系民間企業
（日本人のみ）
日系民間企業
（日本人のみ）
実績企業 IBM、Pfizerなど多数 日立など10社 NECなど多数 サントリー、マンダム
補填制度 なし なし あり なし
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図表 18 ICV のモデル
（出所）筆者作成
図表 19 IBM corporate service corp.
（出所）Cross Fields ホームページ
図表 20 Pfizer Global Health Fellow
（出所）Cross Fields ホームページ
企業
コーディネーター
（NGO/NPO）
現地NGO/NPO 現地コミュニティ
派遣先紹介、
派遣サポート
人材マッチング
人材派遣
サービス提供
目的
新興市場における社会経済的な課題に対処するグローバルな社会貢献活動を通じ
て、次世代のリーダーとなる人材を育成するプログラム
内容
社員が有するスキルやノウハウを社会貢献活動に役立てると同時に、参加する社
員自身の成長を促し、さらにはIBMとしても社員のグローバルなリーダーシップを
育成することにもつながる、3つのメリットを併せ持ったユニークなプログラムと
して運営されている。
派遣される社員チームは、1カ月に及ぶ現地への赴任に先立ち、当地の習慣、文
化、言語、参画するプロジェクトの目標、社会経済情勢および政治情勢について
学習するため、3カ月間の研修を実施。任期終了後、派遣された社員は元の職場に
戻り各自の経験を活かして活躍。プログラムに参加する社員は、出身国や事業部
門が異なる約8名～12名で1チームを構成、多様なバックグラウンドを持った社員
同士のネットワークを築く機会も提供されている。
派遣内容
・ガーナのビジネス・モデルの規模の拡大に取り組む中小企業層のため、ビジネ
ス・プロセスの改善とトレーニングの提供
・フィリピンの開発機関に対し、給付認可や助成金活用の進捗状況を追跡するた
めの経営情報システムの開発
目的
社員の人材育成及び地域や部門の連携を深めること、そして医療が満足に届いて
いない地域に貢献することを目的とするプログラム
内容
2003年から開始した、新興国の医療問題解決のための組織へ派遣するプログラム
で、これまで延べ40か国270名を派遣。現地組織における新規事業開発等に貢献す
るだけでなく、参加した社員が、このプログラムによって自身のスキルによる貢
献に満足し、更にPfizerへの帰属意識が高まったという事後調査結果が出てお
り、多様な導入効果が出ていることが特徴。
派遣内容
・ペルーのがん研究機関における、肺がん撲滅キャンペーンのマーケティング戦
略構築
・ケニアの貧困層に対する医療サービスのプラン策定
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3.2.2 ICV の実施状況
2006 年度には 280 名の実績であったが、2011 年には 2012 名の実績と 5 年間で約 10
倍の伸長である。（図表 21）
図表 21 ICV 参加社員数と導入企業
（出所）Cross Fields ホームページ
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3.3 留職
3.3.1 プログラム概要
NPO法人クロスフィールズは、2011年設立以来「留職」という名でICVの日本で
の本格普及を目指し取り組んでいる。「留職」制度は、「企業の社員を数カ月間に渡
って新興国のNGOや社会的企業に派遣し、本業のスキルを活かして現地の社会課題の
解決に向けて活動する取り組み。」と定義付けられている。特に一般のボランティア
派遣と異なるのは、会社のソースや業務で培われたスキルを用いて責任を明確にした
上で、自分で課題を設定し、決められた期限内に一定の成果を出すといういわば実践
的なプロジェクトのような枠組みとなっている点である。現地の人たちとのコミュニ
ケーションやリーダーシップが強く求められる。
図表28 留職プロセス
（出所）Cross Fields ホームページ
3.3.2 実施状況
2013年12月時点で大企業を中心に派遣予定を含め11社25名の派遣が実現されてい
る。
図表 29 留職派遣実績
（出所）Cross Fields ホームページ
企画設計
（約3ヶ月間、国内）
プログラムを導入する意義、展開方法などを企業一緒になって検討する。導入が決定した後も、適切な留職者の決定
や留職期間の設計などの具体的な検討まで、企業と一緒にプログラムの設計し、最適な団体とのマッチングをする。
事前研修
（1-3ヶ月間、計3回 国内）
講義やケーススタディを通して留職先の地域や組織についての基礎的・実践的な知識を習得する。留職先の組織が抱
える課題と業務内容に対して理解を深める。留職先とのビデオ会議等を通じた事前打ち合わせも実施することで、出
発前から双方のリレーションを構築。また、派遣前に個人の成長面での目標設定を行うことで、改めてこの「留職」
の自身での位置づけを明確にし、派遣されたその日から全力で業務にあたれるような準備をする。
現地業務
（1-12ヶ月、新興国）
留職先団体の職員として、社会課題の解決に向けた実践業務に従事。現地業務中に3つのサポートを行う。
 コーチング/業務修正
週に1回程度、電話または対面にてクロスフィールズのスタッフと面談し、業務、個人成長の進捗状況確認と翌週の目
標と活動の確認。適宜見直しも行う。
 リモートチームコーディネート（オプション）
日本にいながら「リモートチーム」として留職に参加する仕組みをコーディネートする。リモートチームは、現地に
いる留職者をビデオ会議等を通じて日本から遠隔的にサポートして頂くだけでなく、事前研修から事後研修まで、留
職のミッションにチームとして一体になって取り組む。
 事業アイデア創出ワークショップ（オプション）
留職先団体での業務完了後の３日間～数週間程度を使い、本業での事業化を検討できるようなアイデアやビジネスプ
ランを持ち帰るためのワークショップをクロスフィールズスタッフの運営により実施。
事後研修
（1-2ヶ月、国内）
現地業務期間中の学びを明確化するための事後研修。事前研修で設定した業務面・個人成長面での目標に対する達成
度合いを振り返った上で、どのように今後の業務で活かすかを議論する。更に、プログラムの成果については、留職
者の上長や社内の関係者に対して、報告・提案する最終報告会を実施し、今後に向けたディスカッションをすること
で、一連の留職プログラムは終了する。
導入企業 派遣先国 派遣人数 導入年度
パナソニック株式会社 ベトナム,インドネシア 7人 2011年
テルモ株式会社 インドネシア 2人 2012年
株式会社ベネッセコーポレーション インド,インドネシア 3人 2012年
株式会社日立ハイテクノロジーズ カンボジア 1人 2012年
株式会社日立製作所 インド,ラオス,ベトナム 10人 2012年
日本電気株式会社 インド 2人 2012年
株式会社日立ソリューションズ インドネシア 2人 2013年
株式会社電通国際情報サービス(ISID） インド 1人 2013年
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 選定中 2人（予定） 2013年
日産自動車株式会社 選定中 2人（予定） 2013年
非公開 選定中 2人（予定） 2013年
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3.4 JICA ボランティア
3.4.1 プログラム概要
JICA では、様々なボランティアプログラムがあるが、JICA「現職参加制度」は会
社に在籍しながら休職制度を利用してボランティア活動に貢献するプログラムである。
会社としての研修というよりは、ボランティア職が強く、個人応募である。派遣者補
填制度があり、2 年間の派遣期間中派遣者の人件費（給与）を JICA が負担するという
ものである。また、派遣に伴う宿泊、渡航費などすべての費用は JICA が負担する。「現
職参加制度」は外資系企業を除く日本の民間企業や日本の民間団体に勤務する日本人
のみという制限がある。また、「民間連携ボランティアプログラム」は、より日本の民
間企業の社員がボランティアに参加しやすい環境を整えるためのプログラムである。
JICA と民間企業が一緒になって活動テーマ、期間、派遣国を決めて新興国に貢献する
という、よりフレキシビリティが高く企業の意図も織り込むことのできるプログラム
で 2012 年 7 月よりサービスが開始された。本プログラムには現職参加制度のような資
金充填制度はない。平均派遣期間は 1 年間で現職参加制度よりは短くなっている。そ
の他は、現職参加制度と同じである。
図表 30 JICA ボランティアプログラムのプロセス
（出所）JICA ホームページ
3.4.2 実施状況
「現職参加制度」は、派遣実績のある企業・団体は 1500 を上回り、図表 31 に示す
通り過去 10年間で年間平均約 100 名前後が派遣されている。「民間連携ボランティア」
は、2013 年 12 月時点で派遣完了者は 2 名で、10 名が派遣中である。
図表 31 JICA 現職参加制度派遣実績
（出所）JICA ホームページ
選考
JICA世界各地からの要望のある人材プロファイルにマッチする人材を募集。応募者
は語学テスト、専門能力テストなどを経て合否を判定される。
派遣前研修（3ヶ月）
50％は現地公用語研修、25％は如何に新興国で生き抜くか、25％は国際協力におけ
るポイント（異文化の尊重など）
派遣後研修（1ヶ月）
現地の感覚にあった生活感を学ぶ。（具体事例：2週間は現地語、2週間は現地民族
語、1週間はその他生活に必要な知識。）
研修後実活動開始（2年間） この間も現地JICA日本人職員による情報交換あり
帰国後 元部門に復職する
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3.5 ICV 効果検証の先行研究
3.5.1 Volunteerism Measuring Value (George Washington University) [6]
2012 年の文献であるが、アンケート調査による形式で ICV の効果を包括的に評価し
ている。まずは、既存の著名ビジネススクールによるリーダーシッププログラムとの
比較を行っている。比較方法は、図表 22 の通り合計 11 の目的を列挙し、それがプロ
グラムの目的と公表しているかいないか、また間接的な効果があるかという点につい
てそのカバー数を数えている。ICV は目的としている項目が 8 あり、その他の 3 つも
間接的にカバーしている。次にプログラムのコストパフォーマンスを比較するため、
総コストと研修に要する日数から一日あたりのコストを計算している。ICV は、日数
を自由に設定することが可能なため、ここでは 28 日間と仮定した日数と総コストから
計算している。ICV には移動に伴う費用は含まれない。以上をふまえた結果をプロッ
トしたのが、図表 23 である。ご覧の通り、ICV は享受できるベネフィット、コストパ
フォーマンス共に他のリーダーシッププログラムよりも優れているという結果を表し
ている。
図表 22 各プログラムのベネフィットとコスト
図表 23 各プログラムとの比較
（出所）共に International Corporate Volunteerism: Measuring Value
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本調査では、更に企業と従業員に対するベネフィットについて派遣実績のある 5 社
を対象に下記の項目から期待されるベネフィットについての調査を行っている。
① プロフェッショナルの開発（リーダーシップ、チームワーク、ネットワーキング、
プロフェッショナルスキル、回復力、キャリア開発、文化的能力、自己啓発、新
興国に対しての知識）
② 人的資源への影響（採用、人材定着度、動機付け、満足度、忠誠心）
③ イノベーション（新しい発想、新興国に対しての知識）
④ 企業評判（企業の責任・義務、忠誠心）
プロフェッショナルの開発については、最も多く 70％以上が該当項目として報告され
ている。プロフェッショナルスキルと挙げた企業が最も多いが、定義が曖昧なため特
定化が難しい。次に多いのは、リーダーシップ、文化的能力、自己啓発となっている。
人的資源への影響については、16％未満が該当項目として報告されている。会社への
忠誠心が高まることとモチベーションが高まるという報告が多い。イノベーションに
ついては、6％以上が該当項目として報告されている。企業評判については、最も少な
く 5.5％が該当項目として報告された。
以上より、ICV は社会貢献、人材育成、事業構築という多面性を持つが、一番期待さ
れる事として、人材育成であるということが調査結果から読み取れる。
図表 24 ICV による企業と従業員へのベネフィット
（出所）International Corporate Volunteerism: Measuring Value
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3.5.2 IBM Corporate Service corp.
IBM の Corporate Service corp.は社内資料によるとこのプログラムを通じて文化的
意識が向上した（94％）、新興国・発展途上国での IBM の果たすべき役割をより理解
できるようになった（90％）、リーダーシップスキルが向上したと強く感じている
（88％）、IBM でキャリアを全うしたいと強く思うようになった（76％）という改善
報告が得られている。
また、ハーバード･ビジネススクールが、ケーススタディの作成を通して効果検証を
行っている。Christopher Marqus, Rosabeth Moss Kanter (2010)[13]によると、本プログラム
は如何にして本格的な組織のグローバル化を行えるかという観点からスタートしたプ
ロジェクトであり、図表 25 の通り、世界の多国籍な社員との交流による発見が大きい
という報告が得られている。また、図表では割愛しているが、タフネスと文化理解度
は全ての派遣者が成長しており、IBM に対しての忠誠は 90％の参加者が高まっている。
図表 25 CSC による効果
（出所）Harvard Business School(2010)[13]
3.5.3 Pfizer Global Health Fellow.
Pfizer の Global Health Fellow については、Boston University(2007)[14]が効果検
証をしており、会社に対しての誇り、忠誠（87％）、新興国環境に対しての気づき（82%）、
新たなスキルの習得もしくはスキルの改善（78％）、会社に対しての熱意（62%）が
それぞれ高まったという報告が得られた。ただし、報告例数は 40 例程度と少数であり、
質問項目も大雑把で回答項目によっての例数のばらつきがあるという議論の余地が残
される。
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図表 26 Global Health Fellow の効果
（出所）Boston University(2007)[14]
3.5.4 先行研究からの結論
これら先行研究からの示唆は、以下の通りであり、まさに日本人のグローバル人材
育成における課題スキルとマッチしており、ICV による育成補強の可能性を示唆して
いる。
 既存のリーダーシッププログラムに比べて幅広い能力習得が可能である。
 IBM の事例のようにプログラムの構築方法次第では、個人としてのスキルはも
ちろん、組織としてグローバルに一体感のある組織の構築が可能となり、全社と
しての強みとなる。
図表 27 には日本人と現地人の能力の比較と ICV により期待される効果をまとめた。
能力は前章で定義した項目を並べている。また、日本人や文献現地人の能力の比較の
部分は、2 章で提示した白木氏のレポートを参照としており、ICV により期待される
効果は前述の３つの文献を参照としている。図表からわかる通り、日本人に不足して
いる「リーダーシップ」、「課題発見・解決能力」、「強靭性・回復力」、「多文化
受容性・適応能力」、「現地の知識・人脈」、「新しい発想」、といった能力とマイ
ンドセットを ICV が補うことが期待される。
4 章の事例研究では、実際に日本企業から実戦的研修で派遣された事例を研究し、文献
検証との整合性を定性的に評価する。
図表 27 ICV の期待される効果
（出所）筆者作成
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新しいスキルの習得もしくはスキルが改善した 3636 0
新興国環境に対して気づきを得た 3937 2
会社に対しての誇り、忠誠心が高まった 4039 1
いいえはい
タフネス
リーダー
シップ
コミュニケー
ション
課題発見・
解決能力
本業の知識
と経験
多様性への
受容性・
適応力
現地への
理解・知識・
人脈
現地言語 新しい発想 企業責任
強靭性・
回復力
日本人が現地職員
より優れる
● ●
現地職員が日本人
より優れる
● ● ● ● ●
ICVにより期待され
る効果
● ● ● ● ● ● ● ●
コアスキル マインドセット
28
4. 日本における実戦型研修の事例研究
4.1 調査概要
4.1.1 調査対象
本稿の調査対象は、実戦型研修実施の実績がある企業にインタビューを行った。研
究の対象となる業界、職種、企業、そしてインタビュー時期とインタビュー場所は次
の図表32の通りである。
図表32 事例対象企業リスト
研修項目 派遣国 業界 企業名 対象職種 インタビュー時期
留職
ベトナム
電機
パナソニック デザイン開発 2013 年 10 月 17 日
カンボジア 日立ハイテク 営業 2013 年 10 月 18 日
インドネシア 医療機器 テルモ 技術 2013 年 10 月 26 日
ＪＩＣＡ現職参加制度 ニジェール 電機 ＮＥＣ 技術 2013 年 11 月 18 日
（出所）筆者作成
4.1.2 調査項目と分析視点
会社の留職に対する現時点での期待と実戦型研修で実際にどのようなスキルが身に
ついたかを明らかにするため大きく下記に焦点をあて調査を行った。
1. 会社背景と新興国戦略
2. 研修制度の社内の位置づけ
3. プロジェクト概要
4. 成長の定性的報告
5. 事例研究に対しての考察
会社背景と新興国戦略では、主に中期経営計画と財務諸表の情報から各社の新興国の
位置づけを解説する。
当該研修制度の社内の位置づけでは、その制度が社内でどの部門の管轄下にあるのか
と実施実績を明記し、会社からの期待度を把握する。また、現状の社内グローバル人
材育成研修制度の状況を記載する。
プロジェクト概要では、実際に行ったプロジェクトの派遣者の背景、派遣都市、派遣
先、設定課題、課題設定の理由、課題解決の方法を列挙し、具体的な活動内容を記述
する。
スキル向上の定性的報告では、プロジェクト概要をベースにどのようなスキルとマイ
ンドセットが醸成されたのかを具体的に記述する。フォーカスするスキルとマインド
セットとしては、2 章で定めた新興国における重要なスキルにフォーカスする。
上記を踏まえた考察を各社ずつで行う。
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4.2 事例研究 1（留職：株式会社テルモ）
4.2.1 会社背景と新興国戦略
2006 年以降急激に海外売上高比率を増加させてきている。（2006 年 40％に対して
2012 年度で 54％）特にアジアにおける売上高が増加し、アジアの社内的なプレゼン
スが高まっている。中期経営計画では、2016 年度までに海外売上比率 61％を目指し
ており、中国、インド、ブラジルを軸に生産、物流、マーケティング方法の見直しを
検討している。2012 年に入ってからはシンガポールへの持ち株会社設立、ベトナム・
フィリピンへの生産規模増設、中国会社への少数資本参入などアジアに対しての投資
が活発化している。単体で約 5,000 人の従業員を有しているが、その中で海外駐在者
は 100－200 人で、従来は入社 10－15 年目の中堅社員が出向することが多かった。グ
ローバルでの事業増加に伴い、人材が不足しているため若いうちから海外にて活躍す
ることが求められるようになった。若いうちから海外に派遣することにより、早い段
階で異文化や環境変化を積ませ、早期からグローバル人材として育成していきたいと
いう背景もある。
図表 33 テルモの中期経営計画
（出所）テルモ中期経営計画
図表 34 テルモの海外売上高と地域別貢献度
（出所）日経バリューサーチ
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4.2.2 留職制度の社内の位置づけ
責任管轄部門は人材開発室で、人材育成の一環として留職を導入した。従来のグロ
ーバル人材育成に関連する研修は下記の通りであった。現時点で留職派遣実績は一名
だが、2013 年 11 月時点で既にもう一名の派遣が決まっている。
（従来のグローバル人材育成研修）
 国内 MBA 派遣：一橋大学院 MBA（1 年間）、新潟国際大学院 MBA（2 ヶ月）
 スキル研修：グロービス通学など
 語学研修：社外講師招聘による英語研修など
4.2.3 留職プロジェクト概要
派遣者 2010 年入社、研究開発本部開発戦略部所属（研究職）
派遣期間 2013 年 1 月～3 月（2 ヶ月間）
派遣都市 インドネシア ジャカルタ
派遣先 クリニックを 5 施設運営し、貧困層向けの医療を提供している NGO
設定課題 「注射針刺し事故のリスク防止」
設定理由
クリニックでは使用済み注射針の廃棄管理が徹底されておらず、針が看護
師に刺さり、HIV/AIDS などの感染症リスクが発生する可能性があった。
解決方法
プラスティック製容器への廃棄や、使用後、針に安全キャップをはめる習
慣を根付かせるための改善策を提案した。現地の 100 円ショップに出向い
て改善容器を作るなど、「自分がクリニック長だったら取り入れるか？」
という視点で、現場で実行可能なものになるよう苦心した。また、単なる
提案だけでなく、スタッフへのトレーニングも実施。トレーニングには、
スタッフ全員が積極的に参加し、提案に自発的に工夫を加えるなど、問題
改善に向けて全員が一丸となって取り組んでくれた。
その他、注射器の質をコントロールするための「注射器チェックシート」
の作成も行った。注射針の品質に関する項目を洗い出し、クリニック職員
が注射器を使用する前に確認すべきことを明文化し、品質確認の習慣化を
促す仕掛けも作成した。
（出所）Cross Fields ホームページ
4.2.4 成長の定性的報告
コアスキル
 「リーダーシップ」、「コミュニケーション」、「課題発見・解決能力」
普段業務上経験する機会がないプロジェクトリーダーという役割を果たし、その一
連のプロセスの中でリーダーシップが発揮され、困難を着実に克服した。留職実施に
あたり、有志による 6 名の留職支援グループが作られた。主には、留職で何をするの
か、現地に行ってからどのように活動を進め、東京からは何を支援するのかを 3 ヶ月
間の準備期間中に検討を行うためのグループである。メンバーは全員が初めて出会う
31
社員同士で東京本社、湘南研究所、富士宮工場、甲府工場とバラバラの配置であった
ので、意見が 180 度異なるメンバー同士による議論が過熱することもあった。更に業
務外の時間を活用しなくてはならなかったため、メンバーの業務が繁忙になると時間
を確保できず集まりに欠席する人も現れるようになった。このように調整には大きな
困難が伴ったが、リーダーとして全員の熱意を損なうことなく、期限内に意見をまと
め方向性を決定し、万全の準備を持って留職を実施するに至った。その解決にあたっ
て次のように述べている。「一つ一つしっかり伝えて話をしっかり聞いてそれをコミッ
トするという対話を全員と着実に進めていくことでプロジェクトを完遂することがで
きた。一人でやってしまった方が早いと思うこともあったが、全員の志を尊重した。
実務での経験はないが PMO の役割としての着実な対話の重要性を認識した。普段の
業務では必ず自分の上に承認者や上司がいて自分自身が意思決定をする機会は少ない
が、5-6 人で非常にフラットな組織でベンチャー企業のように自分たちで課題を設定し、
自分たちで解決していくというプロセスを踏むことができた。」
マインドセット
 「多様性への受容性・適応力」
信頼を勝ち得、自主性を引き出すコミュニケーションを自分自身で考え行動するこ
とで醸成された。当初、NGO からゲスト扱いされ、何を話していいのか分からなかっ
たが、まずは自分の専門性が発揮できる医療の仕事に関係する話からコミュニケーシ
ョンを図った。1－2 週間でこちらの知識に少しずつ耳を傾ける人が増えたが、まだま
だ表面上の関係であった。次に、より深い話を引き出すため思案した結果、日本のお
菓子をあげることや Facebook の公開、妻の写真を見せるなどして自分から敢えて自身
のプライベートを公開することを重視し、相手とコミュニケーションを図った。功を
奏し、信頼が得られたのか、1 ヶ月を過ぎた頃から仲間が心を開いて、積極的に業務に
関する意見を求められることが多くなった。これについて次のように述べている。「一
方的なコミュニケーションでは相手の自主性を引き出すことはできず、そもそも仲間
に嫌われてしまっては、会社の中とは違い内容自体が正しくとも実行に移してくれな
い。コミュニケーションを一方的にならないよう、相手を尊重して相手の意見を引き
出しながら一歩一歩信頼を得ていくというプロセスを経験することができた。自分が
提案した内容は相手にとっては非常に面倒な部分もあると感じたが、しっかりと自主
性を持って実行してくれた。なぜ自主的に実行してくれたのかと聞いてみたら、提案
そのものはやった方がいいとは思っていたけど、何よりもまじめな性格だし、君のこ
とが好きだからやったのだよ、という非常に感慨深い理由であった。異文化コミュニ
ケーションにおいて大きな自信につながった。」
 「企業責任への理解」
普段研究という上流に近い現場からは少し距離のあるポジションにいるため新興国
での現場を目の当たりにできたのは貴重な機会であった。現場では、高品質な自社製
品が、現地の田舎のクリニックでも安全性と利便性から皆に喜んで使ってもらえてお
り、会社に対して誇りを感じた。現地製品は安全性にも課題があり、日本の常識とは
かけ離れていることが衝撃だった。また、以前はマーケティングをやりたいという気
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持ちが強かったが、留職の課題解決で問題を俯瞰的に捉え、全てを自分たちで解決す
るまでのプロセスに関わることができた結果、マーケティングは課題を解決する手段
の一つであることに気がつき、課題ベースで物事を考えることができるようになった。
新興国でのビジネスにも興味はあるが、新興国に限らず先進国においても医療課題は
多岐に渡っていることから、可能な限り課題を発見して一つ一つ解決策を見つけてい
きたいと考えるようになった。
4.2.5 考察
当企業は、グローバルなプレゼンスを着実に高めつつあり、地域との親和性が高い
が、グローバル統一基準は未構築のため「Multinational Company」であるといえる。
この派遣者は、派遣後まずは原職復帰した後に、いくつかの日本の部署を数ヶ月ず
つ経験した上でアメリカ駐在となっている。新興国ではないが、留職を機に海外派遣
へつながり着実にグローバル人材として育成されている。本人は留職後のキャリアを
大変満足している。本事例からの示唆は以下の通りである。
① 短い期間内ではあるが、新たな役を得ることで新たなスキルが獲得された。（特
にプロジェクトマネジメント）
② 新興国のマインドセットは、新興国のみならずその経験を活かして、他の文化多
様性の受容にもつながる。
③ 留職後、新たな部門へ特に海外へ異動することで満足度が高まる。また、留職の
経験も原職に戻るよりも発揮しやすくなる。
④ 留職によって階層にこだわらないネットワーク型の組織体を構成し、社員の自主
性から意思決定の訓練にもなる。John P.Kotter(2012) [15]によると競争の激しい
現環境下では、ネットワーク型組織は意思決定が速く必須の組織であると言われ
ている。
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4.3 事例研究 2（留職：パナソニックグループ）
4.3.1 会社背景と新興国戦略
2006 年より海外売上比率は 50％近くあり、過去 15 年間上下の振れはあったが、46％
－53％と安定して 50％付近を推移している。それだけ海外売上は重要な位置づけであ
り、アジアや中国においても 1998 年当時米国と同水準の売上であったが、近年になり
そのプレゼンスは高まっており、欧米合計と同等の水準に達している。同社にとって
新興国戦略は、2009 年の中期計画で 2012 年には 3,300 億円増で海外売上比率を 55％
という計画を掲げていたが、2013 年現在で海外売上比率は 48％を推移しており、中
期経営計画は未達であった。TV 事業の不振などにより 2012 年度は約 7,500 億円の赤
字に転落し、大幅な事業戦略の見直しが必要不可欠であった。2013 年策定の中期計画
では、家電で培った技術を元に住宅、モビリティ、非住宅空間、パーソナルを核事業
として発展させる計画であり、特に車載産業や医療事業などで新興国の存在感は高ま
っていることから、引き続き新興国は重点地域として捉えられている。
図表 35：パナソニックグループの新興国戦略
（出所）パナソニック中期経営計画
図表 36：パナソニックグループの海外売上高と地域別貢献度
（出所）日経バリューサーチ
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4.3.2 留職制度の社内の位置づけ
同社では留職は CSR として位置づけており、人材育成など人事制度連動の取組には
至っていない。公募者数は増加しており、2013 年は 7 名の希望者が選抜されている。
同社内における社員の意識の高さがうかがいしれる。会社側としては、新興国の現地
ニーズにあったビジネス構築を期待しているようである。
4.3.3 プロジェクト概要
派遣者 2001 年入社、社内デザインコンサルタント
派遣期間 2012 年 2 月 （20 日間）
派遣都市 ベトナム ダナン
派遣先
太陽光を利用した調理器具「ソーラークッカー」の製造・販売を行う NGO。
薪の代わりにソーラークッカーを普及させることで病気の発症を抑え、さ
らには環境保護にもつなげるというのがこの団体の目的。この地域の貧困
層の家庭では、薪を集めて火をおこし、毎日の食事を作ります。しかし、
その際に排出される有毒な煙が目や肺の病気の原因となり、薪となる木材
を使うことで森林伐採が拡大するなど、多くの社会問題となっている。
設定課題
「低コストで生産可能な製品デザインを設計し、それに基づいた試作品を
制作すること」
設定理由
ソーラークッカーの製造は手作業で行われるため、コストがかかり、貧困
層の手の届く価格で生産できないという課題があった。
「東南アジアで、環境分野の新しい取り組みを行っている団体に貢献した
い」というパナソニックのニーズと、「この商品のさらなる改善を模索し
たい」という NGO 団体のニーズをつなげる。
解決方法 低コストで製造可能なソーラークッカーの試作品を完成させる。
（出所）Cross Fields ホームページ
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4.3.4 成長の定性的報告
コアスキル
 「リーダーシップ」、「課題発見・解決能力」
自分の設定した課題を期限までに達成させ成果を出すというプレッシャーの中で１
ヶ月をすごした。通常業務ではここまで自分に意思決定を迫られることはないので、
実践的な経験は今後の糧となった。また、１ヶ月の間にも多くのハプニングが生じた。
派遣先の NGO 代表が急遽 2-3 日不在だったこともあるが、期限があったため自分が代
表に代わって従業員に指示したこともあった。
マインドセット
 「多様性への受容性・適応力」、「新興国に対しての理解・知識」
派遣の一日目と 1 ヵ月後では、新興国への理解が深まったことで別人のようにコミ
ュニケーションスキルが向上した。しかし、その後はその環境下に置かれることがな
いと減衰することも認識している。
 「新しい発想」
低コストで現地に普及しやすいソーラークッカーを廉価な部品で開発した。
 「企業責任への理解」
松下幸之助を意識しており、社史もよく調べることはよくあったが、今回の留職を
通じて特に現地での解決のヒントは昔の松下にあるのではないかと社史を紐解いてヒ
ントを探した。より会社の黎明期、成り立ちに興味をもった。「この会社で世の中の課
題を解決できる技術を生み出して対価が得られる事業をつくりたい」という将来への
展望を持つ。
4.3.5 考察
当企業は、過去より海外売上高が高い企業であるので地域との親和性は高いが、グ
ローバル統一基準の策定などは進んでいないため「Multinational Company」である
といえる。新興国市場ではサムスンなどの海外大手競合に苦戦している。新興国の重
要性が高まるにつれて現地ニーズにあった製品を開発していく必要性に迫られている。
本事例では、派遣者がデザインコンサルタントということで技術よりに近い人材で
ある。会社からの人事研修ではないものの、個人負担で留職に望んだ結果、現地のコ
スト採算に見合った資材で低コストの製品を製作し、現地に貢献するという観点でイ
ノベーションが生じた成功事例であるといえる。しかし、インタビューでも提起され
た通り、派遣後に主に新興国に携わる仕事に就かないことによりマインドセットにお
ける異文化適応能力など劣化を自認しているということから、留職派遣により育った
人材を有効活用できていない。企業としては、イノベーションの機会損失の可能性が
あり、組織的に人材を最大限活用するべく配置転換を留職派遣前から考慮に入れて仕
組みを作る必要があると考える。本事例からの示唆は以下の通りである。
① 派遣後、海外業務を担当する部署への異動がない場合、実戦型研修の効果は時
と共に劣化するため、会社としては機会損失を犯すことなく本人の希望に合わ
せる形で部署異動を考慮するべきである。
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4.4 事例研究 3（留職：日立製作所グループ）
4.4.1 会社背景と新興国戦略
2006 年当時 29％であった海外売上比率は、2012 年時点で 41％に急拡大。海外売上
の重要性が急拡大している。ビジョン実現のためにグループ一丸となって社会ソリュ
ーション事業を事業戦略の根幹に据えており、ソリューション展開として日本、北米、
英国の先進国以外には中国、インド、ASEAN、サブサハラ、南アフリカ、ブラジル、
東欧などの新興国が重点地域として掲げられている。ソリューションビジネスを促進
させ、2015 年度には海外売上比率を 50％に引き上げる方針である。また、人材面で
も 36％の海外人員を 43％に引き上げ、世界統一評価制度の構築、国内外ローテーショ
ンの活性化、日本人以外の経営会議への参画など本格的なグローバル化を目指してい
る。新興国での売上は中国も含めると 25％と欧米での売上を凌駕しており、圧倒的に
新興国の重要性がうかがいしれる。
図表 37：日立製作所グループの新興国戦略
（出所）日立製作所中期経営計画
図表 38：日立製作所グループの海外売上高と地域別貢献度
（出所）日経バリューサーチ
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4.4.2 留職制度の社内の位置づけ
責任管轄部門は人事部で人事部の研修案件として日立製作所が日立グループ社員全
員を対象として公募を実施した。日立には若手対象の海外派遣研修には 2 種類設置さ
れている。その中でもサバイバル研修という位置づけで実戦型研修が充実されている。
（社内研修制度）
 長期海外研修（1 年間）：現地販社への業務研修兼語学留学（日本人駐在員の部
下になるケースが多い）
 短期海外研修（1-3 ヶ月）
① 語学留学研修
② 現地法人派遣 OJT 研修
③ サバイバル研修(ボランティア団体への派遣、NGO への派遣、留職)
4.4.3 プロジェクト概要
派遣者 2009 年株式会社日立ハイテクノロジーズ入社 営業本部
派遣期間 2013 年 2 月 14 日～3 月 14 日（1 ヶ月間）
派遣都市 カンボジア シエムリアップ
派遣先 貧困層の女性に対する職業訓練などを提供する NGO
設定課題 「生産のための素材調達や在庫管理方法の改善」
設定理由
勘と経験に頼ったやり方から、より効率的な方法に移行したいと考えてい
たものの、専門知識も乏しく、なかなか取り組みが進まないという状況が
続いていた。採算性を高めて循環的に儲かる仕組みが必要であった。
解決方法
日立ハイテクノロジーズで調達や購買の知識を元に、その改善に取り組ん
だ。商品の購買責任者、工場の在庫管理責任者に対して細かくヒアリング
を行い、毎日のように工場に足を運んで現状の調査をし、計画的に購買を
行うためのシステム構築と、在庫管理のための棚を新しく導入するという
二つの施策を考え、現地スタッフと共に実行した。 その結果、これまでな
かなか進まなかった改善が一気に進み、現地スタッフの購買や在庫管理に
関する理解も深まった。現在では、作った仕組みをもとに現地スタッフが
加工を加えた物を使って購買業務を行っている。
（出所）Cross Fields ホームページ
4.4.4 成長の定性的報告
コアスキル
 「課題発見・解決能力」
自分で課題設定し、期限までに一定の成果を挙げる。自分自身で意思決定し、課題
解決するというプロセスを経験。棚の作成の際に期限までに終わらないことが分かり、
何とか決めたことを完遂するため現地の従業員にきっちりと引継ぎ棚を完成させた。
急な変化への対応を経験した。2 ヵ月後現地より写真つきメールで成果が報告された。
38
 「コミュニケーション」
現地従業員を動かすために多面的アプローチを実施。（棚の作成を提案：図示して
説明→メリットを伝える→自らやってみせる→意見を聞く、一緒にやる）ここまで
してようやく動いてくれることになった。相手の意見を聞いてやらせられている
感をなくして自主性を引き出すことが大事であることを実経験することができた。
同様のアプローチで、現業で現地販社の従業員に MRP(資材所要量計画)を作成し
てもらおうと動いている。
マインドセット
 「企業責任への理解」
今後のキャリアビジョンとして BOPビジネスを解決できるようなプロジェクトに
携わって生きたいと強く考えるようになった。また、会社での業務経験を通じて
得た MRP の手法や在庫管理の手法がそのまま社会に役立てられることを認識す
ることができ会社に感謝している。
4.4.5 考察
当企業は、新興国売上げ構成が高い割合を占めており、地域との親和性が高いが、
グローバル統一基準の構築はまだ限定的であるため現時点では「Multinational
Company」であるが「Transnational Company」への転換という方向性は明確である。
当企業グループは、他社と比較し、日本で先駆者的に実戦的研修を導入している企
業の一つである。既にグループ会社を含めて 13 名の留職派遣実績（派遣予定を含む）
を持ち、実績ではトップレベルである。中期経営計画の戦略に人材育成の面でも一貫
性を持ち始めている。本事例では実戦型研修派遣者の中で数少ない技術職ではない、
営業職による派遣の事例報告である。また、本事例報告者は、留職派遣後に原職復帰
となったが、その後 9 ヵ月後に転職した。ステップアップの意味合いが強いが、一方
で留職期間中の部門内同僚や上司からのプレッシャーも強かったことと原職復帰に対
して満足度は高くなかったとの事である。本事例からの示唆は以下の通りである。
① 営業職でも知識を駆使することで現地への社会貢献が可能である。
② 留職期間中は、同僚に負担を強いるため、上司や同僚への配慮が必要となる。
これを避けるには、研修前に本人を新興国により深く関わるような部署へ異動
してから派遣することで解決が可能ではないかと考える。
③ 原職復帰は、本人の満足度が高くないので、研修の効果を最大化するためにも
新興国により深く関わられる部署に異動することが望ましい。
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4.5 事例研究 4（JICA 現職参加制度：NEC）
4.5.1 会社背景と新興国戦略
2006 年時点で 28％あった海外売上比率は 2012 年時点で 16％まで低下。2006 年を
境として以降急激な低下が見られるが、2006 年に欧州出資子会社の売却・撤退や中国
での携帯端末事業からの撤退を決めている。その後も事業見直しが複数あることが低
下の要因と考えられる。その背景の中で、同社は海外での巻き返しに注力していく方
針を打ち出している。中期経営計画で 2015 年度までに海外売上比率を 25％に引き上
げることを打ち出しており、方針の 3 本の柱①社会ソリューション事業の注力②アジ
アへの注力、現地手記方ビジネスの推進③安定的な財務基盤の構築、の中で明確にア
ジアを重点地域として注力していくことを打ち出している。
図表 39：NEC の新興国戦略
（出所）NEC中期経営計画
図表 40：NEC の海外売上高と地域別貢献度
（出所）日経バリューサーチ
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4.5.2 JICA 現職参加制度の社内の位置づけ
責任管轄部門は人事部であるが、特に研修制度の中で組み入れられているわけでは
なくあくまで個人責任の下、JICA に応募し、合格すれば休職による派遣が許可される。
会社として奨励している訳ではないため、この制度の存在を知っている人は社内でも
少ない。派遣者も JICA のホームページより自社が本制度を採用していることを知っ
たほどである。同社よりは、28 名の派遣実績がある。これ以外に他の実戦型派遣研修
は社内研修プログラムには組み入れられていなかった。（ただし、直近では 2013 年
10 月に留職が採用されている。）
4.5.3 プロジェクト概要
派遣者
1998 年 NEC 入社製品企画配属、2000 年技術部門配属、2009 年研究所配
属、2012 年:流通サービス業ソリューション推進本部
派遣期間 2004 年～2006 年（2 年間）
派遣都市 ニジェール ニアメ
派遣先 工業大学
設定課題
「コンピューター関連授業の実施と、学内 LAN 及びインターネット常時
接続実現に向けた調査、設計、構築作業」
設定理由
最貧国のひとつであるニジェールでは首都のニアメでさえ十分な書籍や情
報アクセスが不足していた。大学でも情報効果に対しての知識とインター
ネットのインフラ環境が未整備であった。
解決方法
情報工学に関する知識を届けると同時に同国で調達可能な部品を使用して
コストが大きくかからない形でインターネット環境を整える。
ニアメは書籍もほとんどないほど情報に対してのアクセスがなかったた
め、インターネット環境を構築できたことで、彼ら自身がさまざまな情報
にアクセスすることができるようになり、Excel 研修を地元の民間企業に
指導するという現象まで起きた。インターネット環境から商売が生まれ自
分たちで稼ぐ方法が身についた成功事例であった。
（出所）筆者作成
4.5.4 成長の定性的報告
コアスキル
 「課題発見・解決能力」
本当の原因は何かということを突き詰めるようになった。現地の人から PC がほし
いといわれた。従来であれば PC を用意するところであったが、何でほしいのかをた
ずねると、PC が壊れたからだという。壊れた原因を探ってみると簡単な部品交換で直
るような故障だったが、直してあげるのではなく、実際に直し方をその人にも説明し、
理解させた。こうすることで彼は他の人にも教えることになり今後は彼ら自身で直す
ことも可能となる。
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マインドセット
 「新興国への理解・知識・人脈」
現地の視点で物事を考えられるようになった。従来ボランティアでは、一方的な援
助であったが、本当は現地の人にもプライドがあり、そのような援助はプライドを害
する。物資支援も送った側はなぜ長く服など使わないのだ、という考えになるだろう
が、現地では物資をメンテナンスすることすら困難である。魚を与えるのではなく魚
の釣り方を教えると非常に喜ぶ。その観点から知識、ノウハウを持つ人は現地からも
重宝された。
 「多様性に対しての受容性、適応力」
半年かかって現地の人たちと溶け込めるようになった。日本映画（宮崎駿）の上映
会も企画し、日本のよさを伝えた。相手の自主性をたきつけるようなコミュニケーシ
ョンを心がけた。自分対全員ではなく自分対少数でその少数が多数を教えさらに多数
に教えていくという波状効果が現地の人たちの成長と喜びにつながるということを
実感した。
 「新しい発想」
現業では新興国での決済システムビジネスに携わるようになったが、インドで決済
端末機器を日本から持参したが繊細すぎて不適格であった。現地の中で循環できるビ
ジネスがベストだと思ったので、リキシャを乗り回して廉価で現地調達可能な端末機
器を見つけ出して、設置するに至った。現地の視点で考えるという経験がまさに活き
た成果である。
タフネス
 「強靭性・回復力」
年間を通して２０-４０度の高温下でエアコンがなく、物資もなく、状態的な食あた
り、サハラ砂漠に近いことによる頻繁な PC 機器の故障など枚挙に暇がないほどの過
酷な環境下での２年間はよき鍛錬となった。どこに行っても怖くなくなった。
4.5.5 考察
海外市場開拓が限定的であり、グローバル統一基準が未整備であることから
「International Company」であるといえる。企業にとって 2 年間担当者が休職する
というのは、費用の充填があるものの経済的損失と上司はそれを想定していないため
組織の中における機会的損失が大きい。しかし、マインドセットや新しい発想、タフ
ネスは時間が長い分、強固に成長が見込まれるため、相応に収穫は大きい。現時点で
位置づけはあくまで研修ではなく個人によるボランティア従事であるので会社との摩
擦が存在するケースもあり、この制度を社内に公にしていないという事実もあった。
2 年間も派遣されるため派遣後に新興国の仕事に携わりたいと思う気持ちは当然強
くなる。派遣による休職復帰後は原職に戻るケースが多いため、自己実現とのギャッ
プにより退職を希望する人がいるとのことである。今回の事例研究は、原職復帰の 6
年後に希望の新興国管轄部署へ異動が決まり、しっかり JICA での経験が活かせたと
いう観点から、望ましい派遣後キャリアの事例である。
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特に JICA は最貧国のような治安の悪い地域においてもしっかりとしたサポート体
制と地盤が確立されているため、最貧国でのビジネス構築に向けた人材の育成に適し
ている。その際には、2 年間という期間なので MBA 留学同様会社側もそれなりの覚悟
と人材の選別が必要となる。また、派遣からの復帰後に 2 年間もかけて育まれた人材
を有効活用するために、本事例報告を参考にシステマティックに派遣者を新興国ビジ
ネスに携わらせる仕組みの構築が望ましい。特に研究者や技術者派遣による現地視点
での新しいビジネス構築が期待される。本事例からの示唆は以下の通りである。
① 2 年間という長期間の時間を費やすにもかかわらず会社は、そのキャリアを有
効活用していない事例が多く、退職する経験者もいる。
② 企業としては、JICA ボランティア経験者を積極的に中途採用し、新興国戦略
に充てるという選択肢も有効的であると考える。
4.6 事例研究からの結論と課題
4.6.1 個人の成長の視点からの結論
スキルの観点から実戦型研修により培われるスキルを個別に分析し、図表 41 に各事
例による効果を 5 段階で相対的に評価した。（本業の知識と経験の成長で変わらない
としたのは、そもそも保有している本業の能力を発揮することが前提のため、能力の
飛躍的な向上には期待ができないが、異文化でも発揮できるかの見極めにはなるとい
う評価である。）
図表 41 実戦的研修によって培われた能力まとめ
（出所）著者作成
本稿定義
テルモ パナソニック ⽇⽴ NEC
備考
留職 留職 留職 JICA現職参加
期間 2ヶ月間 20日間 1ヶ月間 2年間効率性の観点から評価した。
コアスキル
リーダーシップ、責任感
（育成⼒含む）
本業を通して形成されていた能⼒を
発揮することにより成功体験となり、
能⼒が強化された。
コミュニケーション
課題発⾒、解決能⼒
本業の知識と経験
プログラムでは本業の能⼒は向上は
期待されない。
マインドセット
多様性に対しての受容性、適応⼒
アフリカ
⻑期
NECはアフリカ圏であるため、より
アジア圏とは文化の異なる地域であ
り、⻑期間滞在
新興国に対しての理解、知識、人脈
（現地言語を含む）
現地言語
⻑期
NECは2年間と⻑く新興国の深いとこ
ろまで理解した。また、現地への理
解が深まった根拠として現地言語の
習得が挙げられる。
新しい発想
現地志向の
装置開発
限りある資源で
インフラ構築
NECは新興国視点による発想を活用
し、限りある資源の中でインフラ構
築。Panasonicは現地向けの廉価な
ソーラークッカーを開発。
企業責任への理解 個人応募
NECは企業派遣ではなく個人応募に
よる派遣のため
タフネス 強靭性、回復⼒
アフリカ
⻑期
NECは最貧国の最も過酷な地域
非常に高い成長 高い成長 平均的な成長 低い成長 変わらない
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（共通点）
 本業を通して培われた能力を活かして、期限内に現地に社会的な貢献をするこ
とができている。その過程で、予想しない困難を乗り越えることで課題への捉
え方が変わり、課題解決力が高まると共に個人としてのバリューを貢献する必
要がある環境下であることから、自主性が培われリーダーシップが強化された。
 新興国での生活経験のない人が派遣者であったが、新興国に対しての理解が深
まり、より現地視点で物事が考えられるようになる。また、新興国視点のマイ
ンドセットになることから波及してコミュニケーション能力や多様性への受
容性・適応力も高まる。
 企業責任への意識として、会社の貢献価値の再認識が可能となる。参加者全員
が研修実施前よりも社会解決や新興国ビジネスへの興味が高まっている。
 過酷な環境下であることから肉体的、精神的に強くなる。派遣期間と派遣国・
都市によってその度合いは異なる。
（特異点）
 留職は期間が JICA 現職参加制度ほど長くないため、短期間でミッションを達
成しなければならずより強い精神的プレッシャーの中での課題達成が求めら
れる。また、フォローアップシステムがより人材育成志向である。JICA は主
に現地でのボランティアに必要なスキルの研修や治安の確保が主である。
 JICA 現職参加制度は、最貧国へのサポートが充実しており、非常に苛酷な環
境下で長期間にわたって貢献する分、他のプログラムよりも現地への理解がよ
り深まり、強靭さも高まる。
 技術者寄りの派遣者は、新しい発想をもって現地に技術のイノベーションをも
たらしている。
実戦型研修は、Output 型研修であるので本業を通してのコアスキルのベースが形成
されていない人では、Output することが難しく、その強化は困難である。事例研究対
象の 4 名ともに現地で何らかの社会貢献を行うことに成功しており、元々スキルも意
識も高い人であると想像される。事例研究からは、元々高かったコアスキルが発揮さ
れ、本人の成功体験として自信につながり強化されている。マインドセットは、本業
を通して培うことは、その業務に就いている人以外は、機会的に少ないので本研修を
通して修養すべき優先順位の最も高い項目と言える。苛酷な環境下におけるタフネス
も同様である。
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4.6.2 企業の視点からの結論
企業の観点から共通点、特異点、及び浮かび上がった問題点を列挙する。
（共通点）
 新興国を中期経営計画の根幹に据えている。
 グローバル化発展度は、現時点では、いずれも「International Company」も
しくは「Multinational Company」である。
 新興国が重要であるにもかかわらず社員を育成する仕組みは、いずれも語学研
修や MBA など Input 型中心であった。または存在はするが、社内で認知度の
低いものであった。
 派遣後は元のポジションに戻ることが原則である。
 調査対象企業は、派遣後に実戦型研修の派遣者の拡大を図っている。
（特異点）
 実戦型研修の管轄部門や目的。図表 42 に 4 象限でその位置づけを示す。縦軸
は、研修目的かボランティア目的か。横軸には、人事部管轄か、CSR 管轄か
を分けている。
 派遣後、原職に戻ったもののよりグローバルや新興国ビジネスに近い配置転換
を行った企業は従業員のやる気を高めながら研修で培ったスキルを最大限活
用している。
（問題点）
 派遣後に原職に戻るケースが多く、折角の研修が業務に活かされず失望して辞
めてしまうケースもある。
 派遣後、高まったスキルやマインドセットも一定期間発揮する機会がなければ
衰退してしまう可能性がある。（特に新興国視点のマインドセット）
 派遣者の派遣期間中の業務負担を同僚が負わなければならず組織としての負
担が一定期間高くなる。
上記より、各社共に新興国を重視している中で人材の育成方法に迷っており、トラ
イアル的に実戦型研修、特に留職の導入を試みている。実際にその派遣実績は大幅に
増加している。JICA 現職制度はすでに 10 年近くの実績があるが、個人ベースなので
企業としてどう利用するかという観点で省みられていない。本事例研究で報告の通り、
スキルやマインドセットの醸成には一定以上の成果が挙げられたという判断の元での
増加であると考えられる。
研修によって折角スキルやマインドセットが養われるにもかかわらず組織としてそ
れを活用しきれていない側面もあることが浮き彫りとなった。今回の事例研究では、4
名ともが派遣後は原職復帰となったが、1 名が公募により新興国に携わる部署への異動
となり、研修の経験が活かされている。また、1 名はグローバル人材として国内でいく
つかの部署を経験した後にアメリカへ駐在となっている。１名は普段新興国に携わる
機会が少ないため、能力の劣化を自認しているという報告であり、1 名は原職復帰後に
転職となった。各人の復帰後のポジションに対する満足度は図表 43 の通りである。異
動した派遣者は比較的高い満足度となっている。
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図表 42 実戦的研修の管轄部門と目的
（出所）筆者作成
図表 43 実戦的研修派遣後のキャリアと満足度
（出所）筆者作成
企業は、社員を実戦型研修派遣するに当たって相応の費用を負担しており、その経
験により人材を新興国で活用する基礎が育成できているにもかかわらず、それを活用
しないでいるといういわば機会の損失を招いている。
研修効果を最大化させるためには、企業としては研修に対する姿勢を改善する必要
がある。本格的に新興国に照準を当てていくのであれば、組織のベクトルをあわせ、
人材を社内から発掘し、適材適所で配置していくことこそが企業、社員双方にとって
最も幸せで実りのある状態である。具体的な提言としては、
 若手（20 代後半～30 代前半）の中からコアスキルの高い優秀な人材の選別（公
募、定期異動問わず）を行い、今後の新興国戦略要員としての選任を行う。
 選任された人材に対して人事異動を行う。
 異動先へ派遣後、実務に取り掛かる前に実戦型研修を実施する。
このスキームによって、コアスキルの高い人材に不足しているマインドセットという
マインドセットを高めることができ、実戦型研修を無駄にすることなくまた、所属部
門に迷惑をかけることなく新興国戦略に布石を打つことが可能となる。人材選別の際
に、人材のコアスキル発揮力を確認する意味合いでの派遣も効果的である。
ボランティア
慈善活動目的
人事部管轄CSR部門管轄
研修目的
企業 派遣後のキャリア 満⾜度
テルモ 国内で複数部⾨経験後、アメリカへ異動 3
パナソニック 異動なし 2
⽇⽴ 異動なし（その後転職） 2
NEC 公募により新興国に携わる業務へ異動 3
満足度高い 普通 満足度低い
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4.6.3 事例研究からの示唆
事例研究を通して、企業の視点から、個人のスキルの視点から、それぞれの共通点、
特異点、問題点を分析し、結論を導いたが、改めて本事例研究からの示唆をまとめ、
具体的な提言につなげる。
1. 実戦型研修は、職場とは異なった環境下で修羅場を経験することで人材の成長が
見込まれる。
 本業では養う機会のない、もしくは少ない素養として、新興国のマインドセット
定着と異なった環境下でのタフネスの強化が挙げられる。これは、実戦型研修で
優先順位の高い修養項目となる。
 コアスキルは、基本的には本業を通して養われる能力であるため、数ヶ月という
研修期間中に本業以上の成長を見込むことは難しいが、培ったスキルの確認の場
として格好であり、修羅場における能力発揮の成功体験によりボトムアップ、強
化が見込まれる。あくまで本業ありきである。
 企業責任への理解は、実戦型研修でその意識が芽生える可能性が高いが、他の活
動でも修養可能なので優先順位は低い。
2. 実戦型研修の問題点として、派遣者を有効的に活用しないことによる企業として
の機会損失と、所属部門の人たちの負担増、及び個人としての派遣後の原職復帰
によるモチベーションの低下が挙げられる。
 最大限有効活用するためには、Output 型研修であり、コストも高くつくという
特徴上、コアスキルが既に高い人材を優先して選任すべきである。
 選任された人材を予め新興国担当の部門に異動させた上で、研修後の目的意識を
明確にした上で実戦型研修を実施すべきである。
3. 留職と JICA ボランティアは期間とプログラムの特徴が異なる。
 研修としては、期間の短くより人材育成にフォーカスしたフォローアップがある
留職が活用しやすい。
 一国の専門家を育てる、最貧国を開拓するという場合には長期的な JICA のプロ
グラムと JICA のサポートが効果的である。
 企業として、不遇な職務に当てられている JICA ボランティア経験者を積極的に
中途採用し、新興国戦略に充てるという選択肢も有効的である。
4.6.4 事例研究の課題
本事例研究では、少数の事例について定量的にではなく、定性的に派遣者本人にイ
ンタビューを行った研究となっているため、より多数の派遣者を定量的に様々な角度
から分析することでよりその成果や問題点が浮き彫りになってくるものと思われる。
また、定性的な評価も主体的な評価のみに終始しているため、より客観的な評価とし
て所属上司、人事部等へのインタビュー、更には派遣前、派遣後の評価あるとより確
度の高い評価ができるだろう。
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5. 提言
5.1 急速なグローバル化が進む武田薬品工業への提言
5.1.1 「Transnational Company」への進化
事例研究では、主に「International Company」と「Multinational Company」の
日本企業の事例を紹介し、その示唆を導き出したが、冒頭でも述べたとおり求められ
る人材の要件は、グローバル化組織の発展度により異なってくることから、提言を行
う際のベンチマークとして「Transnational Company」に変異を遂げている武田薬品
工業を取り上げる。まずは、その変異の背景概要を紹介する。
本稿を執筆中に武田薬品工業では、クリストフ・ウェーバー氏を次期社長候補とし
てグラクソスミスクライン社より招聘すると発表した。社が今後、新興国を重視する
という方針と次期社長候補の素質と経験が整合したことが選抜の重要な要因とのこと
である。ミレニアム社、ナイコメッド社など度重なる企業買収で既に全社員の過半数
以上が日本人ではない。また、CFO や GHRO も外部から外国人を招き入れ、多国籍
な人材を活用するためまずは幹部社員に世界統一評価制度を導入し、グローバルな組
織を構築した。グローバル戦略の方針として、買収したナイコメッド社のプラットフ
ォームを最大限活用するということであり、グローバル統一基準化されたオペレーシ
ョンシステムを取り入れ、世界各国の戦略はスイスを拠点に統一化を図っている。以
上の背景より武田薬品工業は「Transnational Company」になりつつあると言える。
5.1.2 日本人育成の経営課題
国際的感覚を持つ多国籍な人材を積極的に活用しており、海外事業において日本人
を活かす必要性は低下している。事実、現時点で駐在員は数 10 名、新興国ビジネスの
現地オペレーションに携わっている日本人は数えるほどしかいない。しかしながら、
少なくとも社が世界で最も成功している市場が日本であることを鑑みると、日本での
ノウハウを知る人材が世界でのオペレーションにも携わることで付加価値の産出に役
立つと考える。また、日本発の日本を代表する企業であることから誇りや忠誠度が高
い人材が多い。日本を含めた先進国市場の縮小と新興国市場成長という流れの中で、
優秀な日本人をどのようにして新興国ビジネスでも活躍させ貢献させていけるかは、
社にとって非常に重要な課題である。現地社員の教育要員として、将来の幹部候補と
して、研究者のイノベーション目的としてなど様々な活用方法はある。
長谷川社長は日本人がうまく育っていないと言及しているが、そもそも組織として
グローバル人材の育成に大きく出遅れていたのではないかと考える。日本人の海外派
遣者数が圧倒的に少なく、若手にはほとんど海外赴任の機会はない。研修という名目
で 1 年間の海外派遣はあるものの語学研修がメインであり、折角の海外経験があるに
もかかわらず帰国後も元の部門に戻りグローバルな業務に携わる機会は非常に少ない。
また、研修経験者は帰国後不満を覚えモチベーションが下がるケースもある。他には、
OJT で 1-2 年間海外販社に派遣するプログラムも存在するが、帰国後はやはり直接海
外業務に携わることは稀である。研修制度も語学中心、Input 中心である。
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5.1.3 「Transnational Company」にとっての実戦型研修活用方法と提言
グローバルや新興国に通用するスキルとマインドセットが何か、という認識と新し
い発想を得るため、現状は海外赴任の機会非常に限られているが、それを商社のよう
に拡大させ、若手を含めた優秀な日本人社員を数 100 人規模で大量に海外に派遣する
機会を設けるべきである。一方、派遣するにあたっては白木氏の研究報告でもあった
通り、日本でのみ働いていた人が急に新興国へ行くと現地への理解不足、経験不足に
より現地の社員との摩擦が生じるリスクがある。この懸念点を払拭するため、まさに
本研究で取り上げた留職や JICA などの実戦的研修を赴任前に活用していくことは、
非常に有効的である。付加価値として、マインドセット構築とコアスキルの補強や、
新興国ベースの新たな発想が生まれることも事例として報告した通りである。また、
社は、「Transnational Company」になりつつあることから、日本人のみならず全世界
の社員が参加する多国籍チーム構築による IBM の CSC のようなプログラム導入を視
野に入れることも有効的である。それにより、各国での人材レベルの底上げも期待で
きる。留職の事例報告の一つに自主的に階層関係がないリモートチームが組成された
という報告があったが、このようなネットワーク型組織が日本国内だけでなくグロー
バルに組成していくことができれば大きな強みとなる。
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5.2 日本企業への実戦型研修導入の提言
日本企業は、新興国戦略を重視しているが、国際経験や感覚に乏しい日本人を大量
に有するため、日本人のグローバル人材への育成が課題となる。その解決方法として、
コアスキルの高い人材を選抜し、20 代後半～30 代前半の若いうちに実戦型研修と海外
駐在を抱き合わせで活用し育成していくことを提言する。若手である理由は、柔軟性
を持っているからであり、海外駐在と抱き合わせである理由は、実戦型研修実施後に
高めたスキルとマインドセット、モチベーションを劣化させることなく発揮してもら
うためである。また、組織のグローバル化の発展度によって、実戦型研修を以下のよ
うに使い分ける必要があるが、いずれの発展度においても日本人は圧倒的にグローバ
ル化レベルが低いため、グローバル化が進んでいる企業においても日本をリージョン
として見た場合には、日本人を底上げさせる育成が必要であるので積極的な実戦型研
修の導入を提言する。（図表 44）
1. 「International Company」と「Multinational Company」は、日本人のグロー
バル化の育成が優先されるため、日本人の成長目的で留職や JICA ボランティア
を活用する。（個の成長）
2. 「Global Company」と「Transnational Company」は、多国籍な組織としての
成長が求められるため、IBM の CSC(ICV)のような多国籍社員の複数名参加型
研修を活用する。（組織の成長）
3. 「Global Company」と「Transnational Company」においても国際化の遅れて
いる日本人が取り残されぬよう、多国籍で活躍できる人材へと育成するため、日
本人の成長を促す目的で留職や JICA ボランティアを活用する。（個の成長）
図表 44 企業のグローバル化の度合いと実戦型研修の使い分け
（出所）筆者作成
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準
化
度
合
高い
低い
現地市場との親和性低い 高い
 現地での状況を理解した上でグローバル統⼀基準の考えを融合
し、ビジネスを進める多国籍な人材の育成
⇒ICV（組織の成⻑）
 日本人は多国籍人材の一部分として育成が必要
⇒留職、JICA（個の成⻑）
 現地で効果的なマネジメント
が可能な日本人人材の育成
⇒留職、JICA（個の成⻑）
 優秀な現地幹部人材の育成
 現地で効果的なマネジメント
が可能な日本人人材の育成
⇒留職、JICA（個の成⻑）
②Global Company ④Transnational Company
①International Company ③Multinational Company
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6. 今後の研究課題
本稿では先駆的に数少ない日本での事例を取り上げたが、派遣後に新興国ビジネス
に携わったという実績もほとんどないため、将来実際に多数の人間を派遣し、新興国
ビジネスに携わらせた後にその効果を検証することでより密度の濃い研究が可能とな
る。海外でもそのような研究結果はでていないため、IBM などの ICV 派遣実績を多く
持つ企業が派遣を継続していくうちにどのように新興国での実績が伸びているのか、
社員の質の向上、定着率はどうかという視点での長期的検証が期待される。
効果と経費のバランスも大事で、経済的概念からの分析がないため、その研修成果
が経済的負担（社員不在による人件費損失と実質発生経費など）を上回るのかといっ
た視点での分析が必要となる。
今回は、駐在員を派遣する際の派遣前のステップに焦点を絞って執筆したが、派遣
後の人材をどう本社で活かしていくか、ということをもっと研究していくとより効果
的な人材マネジメントとなる。
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7. むすびに
多くの企業にとって、新興国戦略は中期経営計画の柱として据えられている。リバ
ースイノベーションでは、従来と全く異なった新しい新興国戦略が提唱されており、
その成功例は日本企業の従来の方向性とは全く逆のものであった。組織全体として全
社員のマインドセットを変えていく必要があると提唱されているが、日本企業は、グ
ローバル化の組織が未熟であることと日本人人材がそもそも国際経験と語学力に乏し
いという原因から、グローバル人材が圧倒的に不足しているという課題に直面してい
る。本稿では、事例研究を通して、実戦型研修が現地の現場で見て聞いて触れて、現
地での社会的課題を解決するという特性から、短期間で修羅場を経験することができ
るため、新興国視点のマインドセット構築やコアスキルの強化、更には精神的・肉体
的タフネスを成長させることが可能となる、非常にインパクトのある育成プログラム
であることが確かめられた。これらは従来の Input 研修と大きく異なる。
「経営は人なり」と言われるように経営方針と人材の質にも一貫性を持たせていく
ことが戦略の基本であり、そのためには、本稿で取り上げた実戦的研修は必要である
というより必須である。社内での優秀な人材には新興国人材としての育成の場を提供
していくことこそが、新興国戦略の根幹になる。実戦的研修はその重要な一役を担う
ことは間違いがないが、研修のみがすべてではなく、本稿での結論でも述べた通り、
研修前後の組織としての最適な配置も考慮し、研修と抱き合わせで研修後直ちに新興
国や海外へ赴任させていくことが効果的な活用方法である。
一方で、新興国人材を育成し現地で活躍した海外赴任後の人材活用については、日
本企業のみならず欧米企業にとっても悩みの種となっている。今後は間違いなく市場
成長のドライバーとなる新興国を知る人がリーダーとなるべきであり、海外勤務を莫
大な人材育成投資と捉えた場合、その投資効果を最大限活用していくことが企業成長
につながる。帰任後は、現地で得た見識、リーダーシップ等のスキルを活かし、本社
と地域統括会社における国際戦略の構築と実行に効果的に貢献するなどの活用方法が
あるので、そのあたりをしっかりと人事は認識し、人材の適材適所を無駄なく構築し
ていくべきである。
実戦型研修を効果的に本格導入していくことで、新興国視点のマインドセットを持
った人材が輩出され、新興国でのイノベーションが生まれ、新興国市場で GE 社のよ
うに成功する企業が続々と現れることを期待する。
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